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研究要旨

【目 的】 行動経済学やナッジが注目され、保健分野に応用する試みが行われ、その応用によ

り、いわゆる健康無関心層に対しても効果的であることが期待されている。しかし、我が国で、

ナッジを応用した取り組みがどの程度実施されているか、そして、健康無関心層の実態はよくわ

かっていない。そこで、（1）研究 1 では、中小事業所において、行動経済学やナッジを応用した

健康づくりの取組を実施し、効果検証すること、（2）研究 2 では、健康への関心を考慮したポピ

ュレーションアプローチの類型化および類型ごとのアプローチ方法を提案すること、（3）研究 3
では、研究班で蓄積された知見を実践の現場に普及啓発することを目的とする。

【方 法】 研究１では、全国健康保険協会三重支部の協力を得て、行動経済学やナッジを応用

した健康チャレンジ事業（2 事業）を提示し、事前のオンライン説明会にて希望事業所を募り、

事業の実施を依頼した。研究 2 では、健康への関心度により集団を層に分け、それらのリスクの

低下の程度に応じたポピュレーションアプローチの類型化した。さらに、類型ごとにアプローチ

方法を先行研究等から検討した。研究 3 では、研究班で蓄積した研究成果を実践の現場に普及啓

発するために、論文等の掲載、研修会での講師、HP の運営、ガイドブックの作成を進めた。 
【結 果】 研究 1 では、参加申込をした事業所数は 69 件、うち取組実施事業所数は 25 件で

あった。研究 2 では、健康への関心度により集団を 3 層に分け、それぞれのリスクの低下の程

度により、ポピュレーションアプローチの 4 つの類型を提示した。さらに、それぞれの類型に含

まれる具体的な方法を示した。研究 3 では、学術雑誌、国民健康保険関連の広報誌等においてナ

ッジと行動経済学に関する論文等を発表し、研修会やＨＰを通じて情報提供した。さらに、研修

会等で使用できるガイドブックを作成した。

【考 察】 研究 1 では、参加者の運動・身体活動、食生活・栄養バランスに関する生活習慣の

改善傾向がみられる。中小事業所の担当者は、取組以前から健康課題を認識し、取組を行うこと

が従業員や事業所にとって利益につながることを認識している傾向がある。また、何らかのきっ

かけがすでにあったことで、参加意欲も高まった可能性がある。今後は、分析したデータをもと

に、中小事業所でも実装しやすい取組の普及を図る。研究 2 では、類型化したアプローチ方法を

応用することで、理論的および体系的にアプローチすることが可能となる。研究 3 では、出版物

や研修会などで研究成果に関して発表する多くの機会を得ることで、ナッジと行動経済学の普

及を図ることができた。
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A. 研究目的 
 2017 年、行動経済学の研究者であるリチャー

ド・セイラ―氏がノーベル経済学賞を受賞後、行

動経済学、特に“ナッジ”が様々な分野で注目さ

れている。その流れは、公衆衛生の現場でも徐々

に広がりをみせ、地方公共団体や健康保険組合

の保健事業にもナッジが応用され始めている。

しかし、実際にはその団体数や応用方法等、具体

的な実態を調査した研究は、現時点で日本では

みられてない。 
 また、行動経済学やナッジに関連して、“健康

無関心層”が注目されている。一般に、健康診断

や保健指導、その他の保健活動への参加あるい

は行動変容を起こしにくい人たちのことを呼ぶ。

ただし、その定義や属性等については十分検討

されていない。 
そこで、（1）研究 1 では、中小事業所の健康

経営や健康づくりの推進を事業場外から専門家

が支援し健康経営優良法人の認定取得を目指す

こと、健康無関心層にも効果が期待されている、

行動経済学やナッジを応用した健康づくりの取

組を実施し、効果検証すること、（2）研究 2 で

は、健康無関心層の類型化および類型ごとのア

プローチ方法を提案すること、（3）研究 3 では、

研究班で蓄積された知見を実践の現場に普及啓

発することを目的とする。 
 
B．研究方法 
【研究１】  
対象は、全国健康保険協会三重支部に加入し、

健康事業所宣言に参加している事業所とした。

本取組の流れは、（1）行動経済学やナッジを応用

した健康チャレンジ事業（ながら運動、健康クイ

ズ）について、参加希望担当者を対象としたオン

ライン説明会を実施し、方法やポイント、必要な

媒体を提示、（2）取組実施前のアンケート調査

（参加者）を実施、（3）各事業所にて、3 か月間

独自に取組を実施、（4）取組実施後のアンケート

調査（参加者、担当者）を実施、とした。事業は、

事務所内で簡単な運動を推進する「ながら運動」、

ヘルスリテラシーを高めるイベント「健康クイ

ズ」の 2 事業を提示した。実施前後に参加者を

対象とした共通質問紙（基本属性、生活習慣、生

活習慣改善意欲に関する質問票）を用いて、健康

行動の変化等について評価を行った。また、実施

後に担当者を対象とした質問紙（Health Belief 
Model に準じた質問）およびヒアリング調査（承

諾が得られた 6 事業場の担当者に対しオンライ

ンにて30分程度実施）を行い、取組の実施状況、

取組実施に伴う促進要因や阻害要因の把握等に

ついて質的分析を行った。 
 
【研究 2】 

健康への関心度により集団を 3 層に分け、そ

れぞれのリスクの低下の程度により、ポピュレ

ーションアプローチの 4 つの類型を提示した。

さらに、それぞれの類型に含まれる具体的な方

法を示した。なお、類型化は、Benach らの論文

を参考にした（Benach J, Malmusi D, Yasui Y, 
et al . A new typology of policies to tackle 
health inequalities and scenarios of impact 
based on Rose's population approach. J 
Epidemiol Community Health. 2013; 67: 286-
291）。 
 
【研究 3】 

研究班で蓄積した研究成果を実践の現場に普

及啓発するために、論文等の掲載、研修会での講

師、ＨＰの運営、ガイドブックの作成を進めた。 
ガイドブックは、「食行動・栄養」、「身体活動・

運動」、「健診・保健指導」、「喫煙対策」の 4 分野

をテーマとした。また、ナッジ理論として、
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MINDSPAE、EAST、CAN をそれぞれの枠組み

として活用した。 
 
（倫理的配慮） 
 倫理審査が必要となる指針に該当する研究は

行っていない。 
 
C．研究結果 
【研究 1】 
 取組前後の参加者の基本属性を表 1に示した。

性別は、取組前で男性 66.1％、女性 33.9％、取

組後で男性 67.2％、女性 32.8％であった。年齢

構成は、取組前で 51～55 歳が最も多く 13.9％、

次いで 46～50 歳 12.4％、41～45 歳 12.1％、取

組後で 51～55 歳が最も多く 16.0％、次いで 41
～45 歳 15.1％、46~50 歳 14.3％であった。職種

は、取組前で事務が最も多く 23.0％、次いで建

設・採掘 20.0％、専門・技術 17.3％、取組後で

事務が最も多く 26.9％、次いで建設・採掘 25.2％、

管理、専門・技術 10.9％であった。役職は、取

組前後で一般正社員が最も多く 64.1％、55.5％、

次いで管理職 16.6％、23.5％、役員 12.4％、

12.6％であった。最終学歴は、取組前で大学が最

も多く 41.6％、次いで高校 38.9％、専門学校

13.6％、取組後で高校が最も多く 43.7％、次い

で大学 42.0％、専門学校 12.6％であった。婚姻

の有無は、取組前後であり 65.1％、68.9％、なし

34.9％、31.1％であった。家族構成は、取組前後

で 3 人以上が最も多く 47.3％、47.1％、次いで

2 人 41.8％、44.5％、単身 10.9％、8.4％であっ

た。 
 取組前後での生活習慣の比較を表 2に示した。

なお、取組前後の集団構成が異なるため、単純集

計での比較とする。取組前後でよい生活習慣を

選択した参加者の割合が増加していた項目は、

「20 歳の時の体重から 10 ㎏以上増加していな

い」「日常生活において歩行または同等の身体活

動を 1 日 1 時間以上実施している」「ほぼ同じ年

齢の同性と比較して歩く速度が速い」「人と比較

して食べる速度が遅い、普通」「運動や身体活動

の生活習慣の改善にすでに取り組んでいる（6 か

月未満）」「食生活や栄養バランスの生活習慣の

改善にすでに取り組んでいる（6 か月未満）」で

あった。 
 取組前後での生活習慣改善意欲の比較を表 3
に示した。運動・身体活動、食生活・栄養バラン

ス、喫煙習慣、健診・がん検診・保健指導の生活

習慣改善への質問項目にて、すでに改善に取り

組んでいる（6 か月以上）、すでに改善に取り組

んでいる（6 か月未満）、近いうちに改善するつ

もりであり、少しずつ始めている（概ね 1 か月

以内）、改善するつもりである（概ね6か月以内）

に回答した群を“意欲あり”群、改善するつもり

はないに回答した群を“意欲なし”群の 2 群に

分け、カイ 2 乗検定（比率の差の検定）を用い

て、取組前後で生活習慣改善の意欲に差がある

か検討した。運動改善意欲について、意欲ありは

取組前 74.5％、取組後 74.8％、意欲なしは取組

前 25.5％、取組後 25.2％で有意差はなかった

（p=0.95）。食生活改善意欲について、意欲あり

は取組前 67.8％、取組後 70.6％、意欲なしは取

組前 32.2％、取組後 29.4％で有意差はなかった

（p=0.568）。喫煙習慣改善意欲について、意欲

ありは取組前 18.1％、取組後 17.6％、意欲なし

は取組前 18.1％、取組後 17.6％で有意差はなか

った（p=0.986）。健診受診意欲について、意欲あ

りは取組前 81.9％、取組後 76.5％、意欲なしは

取組前 18.1％、取組後 23.5％で有意差はなかっ

た（p=0.185）。 
 担当者が実施した取組状況について表 4 に示

した。「健康チャレンジに取り組む以前から、従

業員の健康課題を感じていましたか」について、

そう感じた 46.4％、ややそう感じた 39.3％、あ

まりそう感じなかった 10.7％、感じなかった

3.6％であった。「健康チャレンジを行うことで、

従業員の健康状態が向上すると思っていました
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か」について、そう思った 21.4％、ややそう思

った 64.3％、あまりそう思わなかった 14.3％で

あった。「健康チャレンジに取り組むのは、労力

的・時間的に大変でしたか」について、そう思っ

た 17.9％、ややそう思った 39.3％、あまりそう

思わなかった 39.3％、思わなかった 3.6％であっ

た。「健康チャレンジに取り組むきっかけはあり

ましたか」について、あった 28.6％、ややあっ

た 46.4％、あまりなかった 25.0％であった。「健

康チャレンジに取り組んでみて、達成感はあり

ましたか」について、あった 14.3％、ややあっ

た 46.4％、あまりなかった 25.0％、なかった

14.3％であった。「健康チャレンジの担当者とし

て、あなたにメリットはありましたか」について、

あった 10.7％、ややあった 53.6％、あまりなか

った 32.1％、なかった 3.6％であった。 
 具体的な取組状況を表 5、取組実施に伴う促進

要因、阻害要因の関連を図 1 に示した。具体的

な取組状況については、ヒアリングしたデータ

をコーディングし、コードをまとめてカテゴリ

ー化した（表 5）。従業員の健康課題は、生活習

慣病、職業関連疾患、生活習慣に分類された。健

康課題の把握方法は、健康経営レポートの活用

といった外部支援、定期健康診断結果の確認な

どの自社内での把握であった。健康状態が向上

すると思った理由は、経営者の理解や協力とい

った組織の特性、意欲的な従業員の特性、運動や

健康経営への意識付けといった期待感に分類さ

れた。取組の阻害要因は、ICT を活用する困難さ

といった従業員の負担、取組内容や回答集計に

時間を要するといった実施方法であった。取組

の促進要因は、支援者の存在、担当者の意欲、環

境、組織意欲の高さ、ターゲティング、参加への

促し、インセンティブ、ナッジの応用、取組内容、

評価のしやすさであった。取り組むきっかけは、

健康経営の推進、ブランディングとしての外部

へのアピール、補助金活用といった金銭的支援、

新規性、健康チャレンジへの関心に分類された。

担当者としての達成感は、実装の楽しさといっ

た担当者の反応、満足度につながったなど従業

員の反応、ながら運動の実施が定着したといっ

た習慣化であった。担当者としてのメリットは、

コミュニケーションが活性化したなど従業員の

変化、ノウハウや知識、発想を得たといった担当

者の変化、健康への再認識に分類された。今後へ

の要望は、定期的な健康情報の共有、専門職の支

援、ツールの共有であった。 
取組実施に伴う促進要因、阻害要因の関連に

ついて、KJ 法を用いて各カテゴリーをグループ

化し、関連性を示した（図 1）。なお、赤枠が促

進要因、青枠が阻害要因を表す。支援者の存在や

環境、組織意欲の高さといった“環境因子”が担

当者の意欲に影響し、ターゲティングや参加へ

の促し、インセンティブ、ナッジの応用といった

様々な“取組の仕掛け”が取組内容の充実さや参

加状況を促進させた。しかし逆に、取組内容や取

組方法の“不自由さ、工夫不足”が従業員の負担

に影響し、阻害要因にもなっていた。 
 
【研究 2】 

健康への関心度によって、集団全体を「高関心

層」、「中関心層」、「低関心層」に層別化した。そ

れぞれのリスク低下の程度により、ポピュレー

ションアプローチを、「格差拡大を伴う（全層の

リスク低下、高関心層ほど低下大）」、「格差不変

の（全層のリスクは一様に低下）」、「格差縮小を

伴う（全層のリスク低下、低関心層ほど低下大）」、

および「格差縮小を伴う（低関心層のみリスク低

下）」の 4 つに類型化した。 
先行研究や先行事例を用いて、それぞれの類

型の具体的な取組例の整理を行った。なお、詳細

は、「G．研究発表」の論文発表 1 を参照のこと

（著作権を考慮して、本報告書では図表等は掲

載しない）。 
 
【研究 3】 
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1）出版物等 
 学術雑誌、国民健康保険関連の広報誌等にお

いて、ナッジと行動経済学に関する論文等を発

表した。詳細は、「Ｇ．研究発表」を参照。 
2）研修会 
 自治体、保険者、事業所等の健康づくりなどの

担当者のための研修会の講師を務めた（表 3）。
なお、新型コロナウイルスの流行のため、いくつ

かの研修会はオンラインで行った。 
3）ガイドブックの作成 
 地域や職域等で、実務者がナッジと行動経済

学を応用しやすくするため、ガイドブックの作

成を行った。「食行動・栄養」、「身体活動・運動」、

「健診・保健指導」、「喫煙対策」の 4 分野をテー

マとした。また、ナッジの理論的枠組みとして、

MINDSPAE は「健診・保健指導」および「喫煙

対策」、EAST は「身体活動・運動」、CAN は「食

行動・栄養」で用いた。 
ガイドブックには、ナッジと行動経済学の総

論、理論的枠組みの説明、理論的枠組みの各ナッ

ジ理論の説明、応用へのヒントおよび良好事例、

評価方法、活用方法等をまとめた。 
作成したガイドブックは一般公開するととも

に、以降の研修会等での資料として活用予定で

ある。 
4）ＨＰによる情報提供 
 研究班のＨＰを開設し、研究成果について情

報提供を行った。 
 
D．考察 
 研究 1 では、健康チャレンジの参加者の特徴

（表 1）として、取組前後において、男性の割合

が 6 割強と高く、40 歳代から 50 歳代前半の生

活習慣病発症リスクが高い年齢層が多いことが

分かった。また、専門・技術や建設・採掘といっ

た比較的身体活動量が多い職種、あるいは逆に、

管理や事務といったデスクワークが多く、比較

的身体活動量が少ない職種の参加が全体的に多

いことが分かった。取組前後での役職の分布は

概ね変化はなく、事業場全体で取り組んでいた

と考えられる。最終学歴の分布をみると、専門学

校、大学、大学院の割合が 5 割弱と、比較的ヘル

スリテラシーが高い集団の参加傾向がみられた。

婚姻の有無や家族構成においては、2 人以上で生

活している割合が 8 割強と、他者の生活習慣に

影響を受けやすい傾向がある。 
取組前後での生活習慣の比較（表 2）について、

身体活動量の増加、歩く速度が速い、食べる速度

が遅いまたは普通といった項目を選択した割合

が増加しており、取組参加によって、運動・身体

活動、食生活・栄養バランスに関する生活習慣が

改善傾向にあることが分かった。また、生活習慣

改善の行動変容を測定する質問項目では、6 か月

未満のうちに、運動・身体活動、食生活・栄養バ

ランスの生活習慣の改善に取り組んでいる割合

が増加していた。健康チャレンジの参加により

選択した可能性も高いが、3 か月間の健康チャレ

ンジをきっかけに、運動や食生活の改善に対す

る関心度が高まり、行動変容へ導かれた可能性

もある。一方で、喫煙習慣の改善や健診・がん検

診、保健指導の受診については、すでに改善に取

り組んでいる割合は低下傾向にあった。しかし、

「近いうちに改善するつもりで始めている（概

ね 1 か月以内）」「改善するつもりである（概ね 6
か月以内）」と選択した割合は取組後で増加して

おり、改善への関心度は高まった可能性がある。 
取組前後での生活習慣改善意欲の比較（表 3）

について、今回の健康チャレンジでは、意欲に差

がないことが分かった。取組前後で集団構成が

異なり、個人データの紐づけが困難であること、

また、サンプル数が少ないことが本調査の限界

点であると考えられる。しかし、取組前後ともに、

運動改善意欲や食生活改善意欲、健診受診意欲

がある人は約 7 割以上を占めており、高い水準

であることが分かる。今後は、生活習慣改善意欲

がない、いわゆる健康無関心層へのアプローチ
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も検討する必要がある。 
担当者の取組状況（表 4）について、取組以前

から健康課題を認識し、取組を行うことが従業

員や事業場全体にとって利益につながることを

認識している傾向がある。また、何らかの取り組

むきっかけがすでにあったことで、健康チャレ

ンジ事業の情報にアクセスしやすく、参加意欲

も高まった可能性がある。実際に取組を行う上

での障害や取組後の自己効力感、インセンティ

ブについては、項目の選択にばらつきが認めら

れることから、組織準備性や具体的な取組内容、

進捗状況、それに伴う労力的・時間的工数、協力

者の存在、従業員の反応などに左右されること

が考えられる。 
具体的な取組状況（表 5）および実施に伴う促

進要因、阻害要因の関連（図 1）について、取組

を実施する上で、専門職がいない事業場でも工

夫しながら実施することができていたが、看護

師や栄養士などの専門職がいることで取組全体

が科学的根拠に基づき、より効果的に実施でき

たことがうかがえる。今後の要望としても意見

が挙がっていたが、専門職がいない事業場でも、

専門職の定期的なサポートや派遣などによる支

援体制の構築が必要である。また、健康課題は、

生活習慣病や職業関連疾患が主であり、健康ク

イズやながら運動の取組は、概ね健康課題に沿

った内容であり、対象事業場のニーズに合って

いた。健康課題の把握方法については、自社内で

把握してはいるものの、定期健康診断等のヘル

スデータを分析できている事業場は少なく、全

国健康保険協会三重支部による健康経営レポー

トにて把握している事業場もあった。マンパワ

ー不足や分析方法が分からないといった課題が

あると考えられ、自社内で分析することは難し

い場合が多い。健康経営レポートの活用を促進

したり、簡易的なヘルスデータ分析方法を教え

るセミナーを開催したりと、外部支援を充実さ

せることも検討することが望ましい。取組を行

うことで従業員の健康状態が向上すると思った

理由は大きく二つに分類できる。一つは、組織や

従業員のヘルスリテラシーがすでに高く、動機

付けのためのリソースが備わっているというこ

と、もう一つは、これから健康経営を推進してい

くためのきっかけとして期待しているというこ

とだ。健康チャレンジに参加する時点で、すでに

ヘルスリテラシーが高い集団であるため、比較

的取組を導入しやすい傾向がある。しかし今後、

健康経営優良法人を増やすためには、ヘルスリ

テラシーが低く、健康への関心が少ない事業場

に対してもアプローチが必要となる。健康経営

を推進する利益性の訴求方法の工夫、社会的・金

銭的インセンティブの導入なども視野に入れて

いくとよい。取組実施に伴う促進要因、阻害要因

の関連として、全体的に促進要因が多く挙がっ

たことは特徴的であった。取組を円滑に推進し

ていくためには、支援者の存在や組織意欲の高

さなどは大きなリソースである。それに加えて、

担当者自身の意欲は特に重要な因子であり、取

組の進捗や参加状況に大きく影響する。また、事

前のオンライン説明会時に各取組内容の工夫点

等を説明したが、その内容をベースに、各事業場

に合った取組の仕掛けを独自で工夫している傾

向があった。担当者の意欲を維持していくため

には、担当者への定期的なサポートや他事業場

の担当者との意見交換会など横のつながりを持

つ機会を創出することも必要である。阻害要因

は、主に取組の実施方法が障害となっているケ

ースが多かった。今年度の健康チャレンジは、専

門家による取組実施期間中の定期的なサポート

がなかったこと、健康クイズの Google フォーム

を使用した回答集計を各事業場の担当者に任せ

たことなどが障害性につながった可能性がある。

今後の取組内容や実施方法については、各取組

内容で複数の実施方法（ICT の活用や紙媒体で

の実施など）を検討する必要がある。取り組むき

っかけとして挙がった、ブランディングの一手
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段としての外部アピールや新規性、楽しさなど

の関心は、健康チャレンジの参加公募の案内に

使用する文言として取り込むと参加希望事業場

数が増える可能性もある。担当者自身の達成感

やメリットは概ねポジティブな傾向があり、特

にながら運動の実施が定着化したことは、健康

チャレンジのひとつのゴールでもあり評価でき

るポイントである。今後の要望として、健康全般

や健康の取組に関する定期的な情報配信、専門

職の支援、健康チャレンジ用のアプリやLINEの

活用、ガイドブックやパンフレットなどで好事

例の紹介や横展開を希望しており、状況に応じ

てサポートやツールを導入することが望ましい。 
研究 2 では、健康無関心層について、二つの

類型化の案を提示した。それによって、健康無関

心層を類型化して、優先順位を考え、効果のある

アプローチを検討することができる。今後は、こ

れらの案で、具体的な集団で類型化ができ、対処

が可能かどうかを検討する必要がある。

研究 3 では、論文等の出版物、研修会等で研

究成果に関する発表や周知をする機会を多く得

たことで、昨年度よりナッジと行動経済学の普

及を図ることができた。さらに実務者用のガイ

ドブックの作成、ＨＰでの情報提供を推進した。 
3 年間の研究では、個々の生活習慣に注目した。

一方、具体的にアプローチするためには、世代や

“場”（地域、職域等）を考慮することが有効で

あると思われる。次年度以降、世代＝ライフステ

ージを考慮した、健康無関心層を含む集団への

アプローチ方法を検討したい。

E．結論 
 全国健康保険協会三重支部の協力を得て、昨

年度よりも多くの事業所に対し、ナッジを応用

した健康チャレンジ事業の実施に貢献すること

ができた。健康無関心層について、健康への関心

度によって集団を層化したポピュレーションア

プローチの類型化によって、健康無関心層を含

めた具体的なアプローチ方法を体系的に進める

理論を提示できた。研究班の研究成果を、出版物、

研修会等を通じて公表し、情報提供を実施し、現

場で活用できるガイドブックを作成した。

G．研究発表 
1．論文発表

杉本九実、福田吉治．ポピュレーションアプロー

チの類型化：健康無関心層と健康格差の視点

から．日本公衆衛生雑誌．（印刷中）

福田吉治、杉本九実．産業保健における行動経済

学の応用．産業医学ジャーナル．2021；44（3）：
98-103．

福田吉治、杉本九実．身体活動促進のためのナッ

ジを活用したアプローチ インセンティブと

環境デザインの可能性．三重の国保．2021；
391：14-17． 

杉本九実、福田吉治．行動科学的視点からの教育

研修のあり方．産業精神保健．2021；29：24-
28． 

2．学会発表 
杉本九実、甲斐裕子、林芙美、山田卓也、野村洋

介、工藤敦智、杉山聡、福田吉治．中小企業

におけるナッジと応用したマッチング型健康

づくりプロジェクトの推進．第 94 回日本産

業衛生学会（松本）．2021 年 5 月． 
林芙美, 坂口景子, 髙野真梨子, 杉本九実, 福田

吉治．ナッジを活用した自動販売機で無糖飲

料の選択を促す取り組み．第 29 回日本健康

教育学会学術大会（青森、オンライン）．2021
年 9 月． 

H．知的財産権の出願・登録状況 
（該当なし）
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表 1 参加者の基本属性 （取組前：N=404 取組後：N＝119） 
属性 取組前 取組後 取組前 取組後 

N % N ％ N ％ N ％ 
性 別 勤続年数 
男 267 66.1 80 67.2 1 年未満 59 14.6 20 16.8 
女 137 33.9 39 32.8 1～5 年未満 91 22.5 14 11.8 

年 齢（歳） 5～10年未満 64 15.8 16 13.4 
16～20 10 2.5 5 4.2 10～15 年未満 47 11.6 17 14.3 
21～25 29 7.2 5 4.2 15～20 年未満 37 9.2 10 8.4 
26～30 36 8.9 7 5.9 20～25 年未満 43 10.6 18 15.1 
31～35 30 7.4 8 6.7 25～30 年未満 24 5.9 11 9.2 
36～40 48 11.9 9 7.6 30年以上 39 9.7 13 10.9 
41～45 49 12.1  18 15.1 交代勤務の有無 
46～50 50 12.4  17 14.3 あり 24 5.9 8 6.7 
51～55 56 13.9 19 16.0 なし 380 94.1 111 93.3 
56～60 35 8.7 9 7.6 1 日の労働時間 
61～65 38 9.4 13 10.9 8 時間以下 141 34.9 37 31.1 
66～ 23 5.7 9 7.6 8 時間 208 51.5 54 45.4 

職種 8 時間以上 55 13.6 28 23.5 
管理 39 9.7 13 10.9 最終学歴 
専門・技術 70 17.3 13 10.9 中学 15 3.7 2 1.7 
事務 93 23.0 32 26.9 高校 157 38.9 52 43.7 
販売 13 3.2 7 5.9 専門学校 55 13.6 15 12.6 
サービス 21 5.2 8 6.7 大学 168 41.6 50 42.0 
保安 1 0.2 0 0.0 大学院 9 2.2 0 0.0 
農林漁業 3 0.7 0 0.0 婚姻の有無 
生産工程 42 10.4 4 3.4 あり 263 65.1 82 68.9 
輸送・機械運転 19 4.7 7 5.9 なし 141 34.9 37 31.1 
建設・採掘 81 20.0 30 25.2 家族構成 
運搬・清掃・包装等 3 0.7 1 0.8 単身 44 10.9 10 8.4 

その他 19 4.7 4 3.4 2 人 169 41.8 53 44.5 

役 職 3 人以上 191 47.3 56 47.1 

役員 50 12.4 15 12.6 
管理職 67 16.6 28 23.5 
一般正社員 259 64.1 66 55.5 
パート・アルバイト 8 2.0 4 3.4 
その他 20 5.0 6 5.0 
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表 2 取組前後での生活習慣の比較（取組前：N=404 取組後：N＝119） 

※太字下線がよい生活習慣 

 取組前  取組後 

N ％  N ％ 

現在、たばこを習慣的に吸っている  
いいえ 296 73.3 

 
82 68.9  

はい 108 26.7 
 

37 31.1  
20歳の時の体重から 10Kg 以上増加している  

いいえ 231 57.2  

 
76 63.9   

はい 173 42.8 
 

43 36.1  
1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、1 年以上実施している  

いいえ 285 70.5 
 

94  79.0   
はい 119 29.5  

 
25  21.0 

日常生活において歩行または同等の身体活動を 1日１時間以上実施している  
いいえ 242 59.9  

 
70  58.8   

はい 162 40.1  

 
49  41.2  

ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い  
いいえ 210 52.0  

 
60  50.4   

はい 194  48.0  

 
59  49.6  

食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか  
ほとんどかめない 9 2.2  

 
0  0.0  

⻭や⻭ぐき、かみあわせなど気になる部分があり、

かみにくいことがある 

48 11.9  

 
17  14.3  

 
何でもかんで食べることができる 347 85.9  

 
102  85.7  

人と比較して食べる速度が速い  
速い 154 38.1  

 
42  35.3   

遅い 44 10.9 
 

16  13.4  
普通 206 51.0  

 
61  51.3  

就寝前の 2 時間以内に夕食をとることが週に 3回以上ある  
いいえ 292 72.3  

 
80  67.2   

はい 112  27.7  

 
39  32.8  
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表 2 取組前後での生活習慣の比較 （取組前：N=404 取組後：N＝119） （続き） 

※太字下線がよい生活習慣

取組前 取組後 

N ％ N ％ 

朝昼夕の 3 食以外に間食や甘い飲み物を摂取していますか 

ほとんど摂取しない 92 22.8 27 22.7 

時々 247 61.1 63 52.9 

毎日 65 16.1 29 24.4 

朝食を抜くことが週に 3回以上ある 

いいえ 316 78.2 87 73.1 

はい 88 21.8 32 26.9 

お酒（日本酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度 

ほとんど飲まない（飲めない） 197 48.8 55 46.2 

時々 120 29.7 32 26.9 

毎日 87 21.5 32 26.9 

飲酒日の 1 日当たりの飲酒量 

1 合未満 292 72.3 79 66.4 

1～2 合未満 72 17.8 31 26.1 

2～3 合未満 28 6.9 4 3.4 

3 合以上 12 3.0 5 4.2 

睡眠で休養が十分とれている 

いいえ 131 32.4 49 41.2 

はい 273 67.6 70 58.8 

運動や身体活動の生活習慣を改善してみようと思いますか 

すでに改善に取り組んでいる（6 か月以上） 43 10.6 10 8.4 

すでに改善に取り組んでいる（6 か月未満） 45 11.1 20 16.8 

近いうちに改善するつもりであり、少しずつ始めて

いる（概ね 1か月以内） 

65 16.1  9 7.6 

改善するつもりである（概ね 6 か月以内） 148 36.6 50 42.0 

改善するつもりはない 103 25.5 30 25.2 
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表 3 取組前後の生活習慣改善意欲の比較（取組前：N=404 取組後：N＝119） 

生活習慣改善意欲 取組前 取組後  

N ％ N ％ p 

運動改善意欲  
あり 301 74.5 89  74.8  0.95  
なし 103 25.5 30  25.2  

食生活改善意欲   
あり 274 67.8 84  70.6  0.568 

 なし 130 32.2 35 29.4 

喫煙習慣改善意欲 ※喫煙者のみ 

 あり 73 18.1 21 17.6 0.986 

 なし 73 18.1 21 17.6 

健診受診意欲 

 あり 331 81.9 91 76.5 0.185 

 なし 73 18.1 28 23.5 
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表 4 担当者の取組状況（N=28） 

 N ％ 

健康チャレンジに取り組む以前から、従業員の健康課題を感じていましたか 

【脆弱性・重大性・問題の認識】  
そう感じた 13 46.4  
ややそう感じた 11 39.3   
あまりそう感じなかった 3 10.7   
感じなかった 1 3.6  

健康チャレンジを行うことで、従業員の健康状態が向上すると思っていましたか【利益性】  
 そう思った 6 21.4 

 ややそう思った 18 64.3 

 あまりそう思わなかった 4 14.3 

 思わなかった 0 0.0 

健康チャレンジに取り組むのは、労力的・時間的に大変でしたか 【障害性】 

 そう思った 5 17.9 

 ややそう思った 11 39.3 

 あまりそう思わなかった 11 39.3 

 思わなかった 1 3.6 

健康チャレンジに取り組むきっかけはありましたか 【行動のきっかけ】 

 あった 8 28.6 

 ややあった 13 46.4 

 あまりなかった 7 25.0 

 なかった ０ 0.0 

健康チャレンジに取り組んでみて、達成感はありましたか 【自己効力感】 

 あった 4 14.3 

 ややあった 13 46.4 

 あまりなかった 7 25.0 

 なかった 4 14.3 

健康チャレンジの担当者として、あなたにメリットはありましたか 【インセンティブ】 

 あった 3 10.7 

 ややあった 15 53.6 

 あまりなかった 9 32.1 

 なかった 1 3.6 
 

21



表 5 具体的な取組状況（N＝6） 

質問項目 カテゴリー コード 

従業員の健康課題 

【脆弱性・重大性・問題

の認識】 

（従業員の健康課題は何

ですか。また、どのよう

に把握していますか。） 

生活習慣病  肥満 

 高血圧 

 脂質異常 

 高血糖 

職業関連疾患  腰痛 

 肩こり 

生活習慣  喫煙 

 運動習慣がない 

 睡眠不良 

健康課題の把握方法 外部支援  全国健康保険協会三重支部の健康経営レポート 

自社内  定期健康診断結果の確認 

 事後措置の案内時 

 独自の健康アンケート調査 

健康状態向上の理由 

【利益性】 

（取組実施により、従業

員の健康状態が向上する

と思った理由は何です

か。） 

組織の特性  経営者の理解や協力 

 コーポレートビジョンに「健康」を掲げている 

 健康への取組を実施することが当たり前という風土 

従業員の特性  意欲的な従業員が多い 

期待感  会社全体で運動への意識が高められる 

 健康経営の推進への意識付け 

 どのような結果が出るのか期待 

取組の阻害要因 

【障害性】 

（労力的・時間的に大変

でしたか。また、実施に

あたってハードルになっ

たことは何ですか。） 

従業員の負担  業務中の取組実施は対象が限られる 

 高齢の従業員には ICTを活用した参加は難しい 

取組内容  健康クイズの内容が難しい 

実施方法  全従業員を対象にすると大変 

 実施期間がタイト 

 定期的な健康クイズの配信が負担 

 回答集計に時間を要する 
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表 5 具体的な取組状況（N＝6） （続き） 

質問項目 カテゴリー コード

取組の促進要因 

（取組を後押ししてく

れたリソースは何です

か。） 

支援者の存在  経営者や上司の協力

 専門職

担当者の意欲  担当者自身のやる気や実装の楽しさ

環境  コロナ禍で健康への意識が高まる

 従業員数が少ないため、取組を進めやすい

組織意欲の高さ  以前から健康への取組を実施している

 従業員の意識が高い

ターゲティング  参加者のターゲットを絞る

参加への促し  健康維持や取組参加への定期的な呼びかけ

 広報（企画案内書やポスターの掲示、社内放送）

インセンティブ  健康経営優良法人認定の申請書に取組内容を記載で

きる（会社）

 優秀賞や参加賞で何らかの景品を贈呈（従業員）

ナッジの応用  ながら運動のポスター掲示の工夫（動線を意識した

掲示）

 風土づくり（低関心層も自然と周囲に導かれる）

取組内容  事業のネーミングがユーモア

 イラストや大きな文字など分かりやすい媒体

 健康クイズの難易度がやりごたえある

 個人での実施が可能

 業務内容とリンクしている（身体活動量が多い）

評価のしやすさ  効果測定しやすい（健康クイズ）

きっかけ 

【行動のきっかけ】 

（取り組むきっかけは

何ですか。） 

健康経営の推進  健康経営優良法人の認定をめざす

 認定の継続

外部へのアピール  健康経営をブランディングの一手段として外部にア

ピールできる

金銭的支援  全国健康保険協会三重支部の補助金を利用

新規性  新しいことに取り組みたい

関心  健康チャレンジの内容が楽しそう
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表 5 具体的な取組状況（N＝6） （続き） 

質問項目 カテゴリー コード

達成感 

【自己効力感】 

（担当者として達成感は

ありましたか。） 

担当者の反応  実装の楽しさ

従業員の反応  取組期間中、参加者数を維持

 従業員満足度につながった

 コミュニケーションが活性化

習慣化  ながら運動の実施が定着した

メリット

【インセンティブ】

（取組を行うことで担当

者自身にどのようなメリ

ットがありましたか。）

担当者の変化  ノウハウや知識、発想を得た

 健康への意識の向上

 健康情報へアクセスするようになった

従業員の変化  取組へのよい反応がみられた

 コミュニケーションが活性化

再認識  改めて体を動かすことの重要性を再認識

今後への要望 定期的な健康情報の共

有 

 健康情報や健康への取組などについて、定期的に

情報がほしい

専門職の支援  専門職の定期的なサポート

 専門家の派遣

ツールの共有  健康チャレンジ専用のアプリがあればよい

 LINEを活用した取組の実施

 ガイドブックやパンフレットなどで、好事例の紹

介や横展開してほしい

図 1 取組実施に伴う促進要因、阻害要因の関連 

支援者の存在

担当者の意欲

環境 組織意欲の高さ

ターゲティング

参加への促し

インセンティブ

ナッジの応用

評価のしやすさ

取組方法

従業員の負担

環境因子

取組の仕掛け

取組内容

取組の不自由さ・工夫不足
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表 6 研修会等での講演等 
 

 2021 年 8 月 23 日．ナッジ理論を用いた特定保健指導の在り方について．令和 3 年度第 1 回

ヘルスサポート研修会．三重県国民健康保険団体連合会．オンライン．  

 2021 年 9 月 22 日．無関心層に届く保健事業のアイデアワーク．令和 3 年度愛知県国保連合

会における保健事業関係の研修会第 2 回．愛知県国民健康保険団体連合会．オンライン．  

 2021 年 10 月 29 日．ナッジと行動経済学の理論と応用～保健事業に活かすヒントを学ぶ．令

和３年度大分県市町村保健活動研究協議会技術研修会．大分県市町村保健活動研究協議会．

ホルトホール．  

 2021 年 11 月 19 日．健康的な食生活の実践を促すナッジの活用について．令和３年度栄養士

等研修会．東京都西多摩保健所．オンライン 

 2021 年 11 月 25 日．ナッジ理論で健康支援．令和３年度政策・実務研修「住民の健康を考え

る～健康寿命を延ばすために～」．全国市町村国際文化研修所． 

 2021 年 4 月～2022 年 3 月．（計〇回）．中央労働災害防止協会 令和 3 年度 実務向上研修

ナッジと行動経済学の健康づくりへの応用－理論と実践－． 
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令和3年度 厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立 

 
分担研究報告書 

 
健康関心度尺度の開発に向けた研究 

 

研究分担者 石川ひろの 帝京大学大学院公衆衛生学研究科 教授 
 

研究要旨 

 本研究では、「健康無関心層」の特徴を明らかにし、そのような集団に対する効果

的なアプローチ方法を検討していくための前提となる、健康関心度に関する概念の整

理と尺度の開発を目的とした。昨年度までに、健康関心度尺度の信頼性・妥当性の再

検証を実施し、健康行動との関連を検討した。健康関心度と健康行動は、性別・年齢

などを調整しても概ね正の関連を示すが、下位尺度「健康への価値観」は健康行動の

種類によって関連が異なることが示唆された。今年度は、健康関心度尺度の英語翻訳

版の作成を試みた。翻訳は、ISPOR タスクフォースのガイドラインを参考にした。今

後、英語版健康関心度尺度の信頼性・妥当性についても検証することで、日本のみな

らず諸外国の健康無関心層の特性についても明らかにできると考える。 
 

 

研究協力者 

小澤 千枝（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 

 

Ａ．研究目的 

生活習慣病をはじめとする非感染性疾患の

原因の多くは個人の行動と関連するといわれ

ているが、健康行動へ導くための手法とし

て、これまでポピュレーションアプローチが

多く用いられてきた。一方で、ポピュレーシ

ョンアプローチは健康への関心が低い層は恩

恵を受けにくく、健康格差を増大させてしま

う可能性があることが指摘されている。さら

に、“リスクを持つリスク”の高い集団

vulnerable population においては、複数のリ

スクが集積しているため、通常ひとつのリス

クを対象として実施されるポピュレーション

アプローチの手法では不十分であるとされて

いる。健康への関心が低い“健康無関心層”

はこうした複数のリスクが集積された集団で

ある可能性がある。 
健康無関心層や健康への関心という言葉は

よく使用されるが、その概念や定義は明確では

ない。ヘルスリテラシーや健康意識などの関連

概念の質問票・尺度はあるが、健康への関心度

を定量化する尺度は確立されていない。また、

対象となる行動や集団により健康無関心層の

考えが異なることが予想される。 
近年では公衆衛生の施策にナッジやインセ

ンティブなどの行動経済学の手法を応用し、健

康無関心層を含むすべての集団に対して行動

変容を促す取り組みが行われている。本科研が

目指す、健康への関心度による集団のグルーピ

ングと特性把握ならびに健康無関心層への効

果的な介入手法の確立の前提として、本研究で

は、これまでに健康への関心度の概念の整理を

行い、定量化指標（健康関心度尺度）の項目案

を作成し、妥当性、信頼性の検証を実施した[1]。

また、予備調査の結果を踏まえ、本調査として

800 名を対象に健康関心度と健康行動との関

連を検討した。  

今年度は、健康関心度尺度を日本だけではな

く海外でも使用できるよう、尺度の英語への翻

訳を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 健康関心度尺度は、ISPOR タスクフォースの

ガイドラインを参考に英語翻訳された[2]。 

1）英語を母国語とする 2 名のネイティブがそ

れぞれ、尺度を日本語から英語に順翻訳した。

ネイティブたちは、英文校正・医療翻訳の企業

に所属している。 

2）2つの順翻訳版と、日本語版尺度を作る際に
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参考にした尺度項目の英語原文を、著者を含む

2 名の研究者が比較・統合し、1 つの英語原案

を作成した。 

3）著者を含む 4名の研究者がレビューを行い、

最終版を作成した。 

 回答は日本語版と同様に 4 件法（1＝そう思

わない、4＝そう思う）とし、9）-12）の健康

への価値観は逆転項目とした。 

 

Ｃ．研究結果 

英語版健康関心度尺度を表 1に示す。日本語

版と同様の 12 項目で、理論的範囲は 12-48 で

ある。下位尺度は、健康への意識、健康への意

欲、健康への価値観の 3因子を想定するが、今

後、英語版での信頼性、妥当性について実際に

検証していく必要がある。 

 

Ｄ．考察 

昨年度の研究から、日本語版健康関心度尺度

は、健康行動（食行動、運動習慣、飲酒習慣、

喫煙状況）と概ね正の関連をもつことが確認さ

れている。すなわち、健康関心度が高いほど健

康行動を実施すると言える。今回作成した英語

版の信頼性、妥当性については検証されていな

いため、今回作成した翻訳版をもとに今後検証

を行っていく必要がある。ただ、日本語版尺度

を作成するにあたっては、関連する英語文献や

英語で開発された尺度も含めてレビューを行

っている。それらに基づいて作成された日本語

版尺度が、健康行動などと想定された関連を示

したことから、この尺度はある程度文化的な普

遍性を持ち、使用可能であることが予測される。

今後、日本だけではなく他の国においても健康

関心度尺度が使用され、健康関心度に関する研

究が進むことで、健康関心度の概念や健康行動

への影響について、普遍性や社会文化的な差異

がより具体的に明らかになることが期待され

る。また、今回開発した健康関心度尺度につい

ても、国内外の研究で使用され、データが蓄積

されることで、さらに外的妥当性が示され、健

康無関心層の特性を明らかにできると考える。 

 

Ｅ．結論 

今年度は、昨年度から進めていた日本語版健

康関心度尺度の開発に関する論文を発表する

とともに、この尺度を英語に翻訳した。また、

日本語版尺度を用いた本調査の結果について

は、投稿準備中である。今後、英語版健康関心

度尺度の信頼性・妥当性についても検証するこ

とで、日本のみならず諸外国の健康無関心層の

特性についても明らかにできると考える。これ

は、さまざま対象に対して健康行動の変容を促

すうえで、重要な手がかりになることが期待さ

れる。 

 

Ｇ．研究発表 

小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉治．

「健康無関心層」の把握に向けた健康関心度尺

度の開発．日本健康教育学会誌．2021；29(3)：

266-277 
 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 

 

引用文献 

1. 小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉

治．「健康無関心層」の把握に向けた健康

関心度尺度の開発．日本健康教育学会誌．

2021；29(3)：266-277 
2. Wild D, Grove A, Martin M, et al. 

Principles of good practice for the 

translation and cultural adaptation 

process for patient-reported outcomes 

(PRO) measures: Report of the ISPOR 

Task Force for Translation and 

Cultural Adaptation. Value in Health. 

2005; 8(2): 94-104. 
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表 1 英語版健康関心度尺度 
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令和3年度 厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立 

分担研究報告書 

コミットメント効果等を狙いとした職域保健プログラム「健診戦」における職位や雇用

形態による効果の相違の分析 

研究分担者  近藤 尚己 （京都大学大学院医学研究科） 

研究協力者  永田 英恵 （東京大学大学院医学系研究科） 

研究要旨 特定健診等の効果は限局的と指摘されており、効果的な職域でのメタボリックシン

ドローム対策を見つける必要がある。特に、社会的なストレスを抱えやすい環境に置かれている場

合、健康づくりへの意欲を維持することが難しく、知識啓発や健康教育などのアプローチだけでは

健康格差の拡大を招く可能性がある。健康格差の是正に向けては社会属性による行動の特徴を踏

まえた戦略的なアプローチが求められる。そこで、昨年度検証して慢性疾患リスクの改善効果が認

められた職域保健プログラム「健診戦」が、職位の異なる対象者に対して同等に効果を及ぼし得る

かを検討した。どうプログラムは将来の自分の行動を確約するコミットメント等の行動理論をも

とにデザインされた。社員 3428 人を対象に、2019 年に実施された保健プログラム前後の健康診

断結果を分析した。BMI、体重、腹囲のプログラム前後値の差を評価した。傾向スコアでの逆確率

重み付けによりプログラム参加群と非参加群の背景を調整した上で、層別分析で雇用形態（正規雇

用 vs 非正規雇用）職位（管理職 vs 一般職）ごとの両群の結果の差を比較した。その結果、プログ

ラム参加群では非参加群に比べて BMI、体重、腹囲いずれでも検査値に改善がみられ、その改善

度合いに職位による差はみられなかった。コミットメント等行動科学に基づく工夫を施したプロ

グラムは、職域での心血管疾患対策として有用である可能性がある。

A. 研究目的

高齢者の医療の確保に関する法律に基づきメタボ

リックシンドロームの対策に焦点をあてた特定健康

診査・特定保健指導が開始されている。特定健診・特

定保健指導の介入効果について、鈴木らや福間らは特

定健診・保健指導制度の介入効果は肥満状態の軽度改

善に留まり、心血管疾患リスクの減少等は見られてお

らずその効果は限定的であることを指摘している 1。

現行の特定健診・特定保健指導の問題点として、保健

指導対象者のうち保健指導が実施され終了した者が

少ないといったことを指摘している。したがって、よ

り効果的な保健プログラムの開発が必要、との指摘が

ある 1。また、保健指導をはじめとしたプログラムの

効果は、対象者の属性により効果が異なる可能性があ

り、アプローチによっては、社会的に不利な集団への

効果を期待できず、健康格差を拡大させる可能性があ

る。社会的ストレスを抱える集団は健康づくりへの関

心や優先順位を上げるのが難しく、通常の教育的指導

の効果が期待しにくいとの指摘もある。 

そこで本研究では、本研究班等によるプロジェクト

の協力を得て博報堂 DYグループが開発した職域保健

プログラムである「健診戦」に着目した。同企業では、

男性社員の肥満率の高さや社員の受動的な健診参加

態度（受診率は 100%に近いが保健指導への関心が薄

いなど）などを課題ととらえ、それらの克服をねらい

として、つまり「自分自身の健康改善に向けてよりポ

ジティブな気持ちで健康診断に臨むためにはどうし

たらいいか」という視点で同プログラムを発案した。
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健診戦では、近年の行動科学理論を参考にして、健診

データをもとに、昨年の自分を競争相手と見立て、そ

れに打ち勝つことを目指して、健診日に向けて健康行

動を促す工夫が施されている。具体的には、社内イン

トラシステムにおいてプログラムへ「参加する」こと

を宣言するエントリーボタンをクリックすることで、

自分の将来の行動を確約する「コミットメント」の効

果を引き出す工夫がなされている。これまでに、コミ

ットメント手段の提供によりワクチン接種率が上が

ることなどが知られている（自身で接種日時を案内状

に書き込むという機会を提供）2。また、同一組織内で

他者と同じゴールを目指す枠組みを構築することや

属する環境で行われる保健プログラムに曝露するこ

とで、自己効力感が高まり、保健プログラムの効果を

上げられることが知られている 3。 
これまでの分析で、職域保健プログラム「健診戦」

への参加は参加者の体重、BMI、腹囲各値が改善と関

係しており、特に、特定保健指導対象者においては大

きな改善がみられることが明らかとなった（昨年度本

研究班報告参照のこと）。しかし、健診戦が異なる社会

属性により効果が異なるかは明らかとなっていない。 
そこで本研究では、職域において健康格差がみられ

る代表的な社会属性である雇用形態と職位に着目し

た。健診戦プログラムへの参加によってメタボリック

シンドロームに関する健康指標である体重、BMI、腹

囲の改善効果が、雇用形態や職位により異なるかを検

討した。 

 

B. 研究方法 
＊＊以下、昨年度報告書より転載＊＊ 
データ 

博報堂 DYホールディングス、博報堂、博報堂 DYメ

ディアパートナーズに在籍する社員 4915 のうち複数

年健診データが存在する社員 3697 人(全体の 78.7%)
の 2015 年度から 2019 年度の健診データを用いた。 

2019 年度の定期健康診断の実施 1.5 ヶ月前に参加募

集を開始、健診日当日までの間、希望者は随時社内イ

ントラシステム上でエントリー登録をおこなった。参

加の呼びかけにはメール送付や社内通路へのポスタ

ー掲示などが利用された。メールは全社員に週 1 回送

られた。メールにはエントリー登録を促す文面の他、

生活習慣改善の工夫点やメタボリックシンドローム

に関する情報提供、健康行動を取り組んでいる社員の

事例や健康宣言、プログラム企画者の想いに関して、

週ごとに内容を変えながら記載された。プログラムの

宣伝コピーには「去年の自分のカラダに挑む、健康診

断エンターテインメント健診戦」などが用いられ、参

加プロモーションはオリンピックのようなスポーツ

イベントを想像させるようなものであった(図 1)。参

加条件は、職位・年齢・雇用形態を問わず、2018 年度

の健診データがあるすべての社員であり、参加は無料 

 

図 1 健診戦広報資料 

 

であった。参加者には健診実施 3 ヶ月後に、個別の結

果がオンライン上で配布された。指標の改善率等につ

いてレーダーチャートを用いて視覚効果を高めた形

でフィードバックされた(図 2)。また、フィードバック

内容には、同企業独自のアルゴリズムにより、腹囲、

BMI、血圧、脂質、肝機能等 9 項目の改善度を統合し

て全体の改善度を 1 つの数値で示したスコアも示され

た。また 2018 年度から 2019 年度にかけて特に健康改

善・維持できた社員のうち上位 8 名には報奨金などの

景品が贈られることが参加募集時に伝えられていた。

なお参加者への個別のゴール設定はなく、個別化され

た健康指導等もなかった。 

図 2 参加者への結果表 

 

指標の測定 
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メタボリックシンドロームの診断基準並びに特定

保健指導対象者の選定基準となる検査項目に準じ、メ

インアウトカムを体重、BMI、腹囲のプログラム参加

前後の値の変化とした。 
 
統計分析 

本プログラムへの参加が健康アウトカムに影響し

ているかを、差の差分析を用いる準実験研究デザイン

を採用して評価した。プログラム参加前の値として

2018 年度のデータを用いて、健診戦のゴール日に当

たる 2019 年度の健診のデータとの差を評価した。2階

層のマルチレベル線形回帰分析により、1 階を時点、

2 階を個人と設定して分析した。差の差分析を用いる

前提条件である並行トレンド仮定を満たしているか

どうか、2015 年度-2018 年度の 4 年間の健診データを

用いて、プログラム実施前のプログラム参加群と非参

加群の各年度の検査値に統計的に有意な差がないこ

とを確認した。プログラムの参加に関与し得ると考え

る変数を用いてロジスティック回帰分析にて傾向ス

コアを算出した。いずれの変数もプログラム実施より

も前の時点であるデータを用いた。傾向スコアを算出

後、プログラム参加群と非参加群とで各独立変数の群

間の標準化差を計算し、いずれも標準化差が 0.1 より

小さいことを確認した後、傾向スコアの逆確率による

重み付けをした。全ての分析は Stata, version 
16.1(StataCorp.,Texas,USA)で行った。 
＊＊転載ここまで＊＊ 

上記の分析を、今回雇用形態（正規職員か非正規職

員課）職位（管理職か一般職か）で層別に分析した。 
 
倫理的配慮 
本研究は東京大学大学院医学系研究科の倫理委員会

の承認を受けて行われた（No.2019372NI）。 
 

C. 研究結果 
在籍社員 4915 人のうち、2018 年度、2019 年度の健

診結果が揃っていない者及び研究に同意が得られな

かった 1218 人、変数の欠損値がある 269 人を除外し

3428 人の社員を分析対象とした。プログラム参加群は

1428 人、非参加群は 2000 人であった(表 1,図 1)。 
 層別分析では、正規雇用者は非正規雇用者よりも参

加者の相対的なＢＭＩ減少が大きかった（0.3, P<0.00

1）非正規雇用者では差が明確でなかった。職位につい

ては、役職の有無による効果の差は見られず、いずれ

も、同等（0.35と0.27，統計的に明確な差はなし）の効

果領であった。 

 

Ｄ．考察 

正規雇用者では明確な健診戦の効果がみられた。秘

跡雇用者はサンプル数が６１と小さく、統計的に妥当

な検証ができなかった。職位による効果には差は見ら

れなかった。以上より、少なくとも職位、すなわち役

職の有無による効果の違いは認められず、健診戦はこ

の点においては健康格差を拡大させる可能性は否定

される。 
健診戦の効果には、次の４つが考えられる。まず、

コミットメント効果は健康改善に対する実行意図を

促すものとなり得るため、心理的な強制力が働き選択

した行動を遵守させるとされている。コミットメント

は健康行動のステージモデルにおける行動的なステ

ージで大きく影響することが知られている。本プログ

ラムにおいてプログラムに「参加する」とエントリー

ボタンを押し、将来への行動を確約したことが、健康

行動へ繋がった可能性がある。２つ目に、本プログラ

ムは全社一斉イベントとして行われたことで社会的

規範が形成されたことで、行動を起こしやすくなった

可能性もある。3 つ目にワンクリックで参加完了する

こと、個別の健康指導等による時間が取られないとい

ったプログラムの行動デザインにより、時間選好に影

響を受けやすい人、特に双曲割引傾向のある人への健

康行動に影響を与えた可能性がある。4 つ目に、宣伝

コピーでも見られるように本プログラムがエンター

テインメント性を持ち、またゲーミフィケーションの

要素を持っていたことが関係している可能性がある。 
今回の検証結果に対しては、このような効果が職位

による効果の差を生まなかったことを説明するかも

しれない。 
 

結論 

行動科学に基づく複数の工夫を行った職域健診を活用

した健康推進プログラム「健診戦」の効果に職位によ

る差を認めなかった。今後、参加者の特徴を、その興

味関心や行動パターン等に基づきさらに詳しく分類し、

属性に応じたプログラムを提供するといったテーラー
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メード化をするなどにより、より介入ニーズの高い集

団に対してより大きな効果を期待できるようなプログ

ラムを考案できる可能性がある。 

 

Ｅ．研究発表 
査読中 

 

Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

 

利益相反情報：近藤尚己は博報堂DYホールディングス
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表１. プログラム参加・非参加とプログラム前後での健診データの変化予測値:  逆確率重みづけ後のデータ 

  プログラム参加群 プログラム非参加群 差の差 

  2018 年 2019 年 2018 年 2019 年 
 

  予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 P value [95%CI] 

体重 66.9 66.2 67.6 66.6 65.9 67.3 66.9 66.3 67.5 67.3 66.8 67.9 -0.73 <0.001 -0.93 -0.54 

BMI 23.1 22.9 23.2 22.9 22.8 23.1 23.1 22.9 23.2 23.2 23.0 23.4 -0.25 <0.001 -0.31 -0.18 

腹囲 81.7 81.2 82.3 81.6 81.1 82.1 81.8 81.3 82.2 82.5 82.0 82.9 -0.84 <0.001 -1.08 -0.60 

収縮期血圧 118.6 117.7 119.5 116.4 115.5 117.3 119.4 118.6 120.2 118.6 117.8 119.4 -1.37 0.01 -2.33 -0.40 

拡張期血圧 72.7 72.0 73.4 72.0 71.3 72.6 73.8 73.2 74.4 73.5 72.9 74.1 -0.49 0.18 -1.21 0.23 
LDL コレステロール 117.3 115.5 119.0 118.2 116.4 119.9 118.4 117.0 119.7 120.6 119.2 121.9 -1.33 0.21 -3.39 0.74 

HbA1c 5.3 5.2 5.3 5.2 5.1 5.2 5.3 5.3 5.3 5.2 5.2 5.2 0.00 0.60 -0.02 0.01 

 

 

  

図１ 属性別の BMI変化 赤線は健診戦参加群、青線は不参加群。 
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令和3年度 厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立 

分担研究報告書 

 

コロナ禍における食生活への関心度の変化に関連する要因の検討 
 

分担研究者 林 芙美（女子栄養大学食生態学研究室） 

 

【研究要旨】 

【目的】本研究では，新型コロナウイルス（以下，コロナとする）の感染拡大下における人々

の食生活への関心度の変化を縦断的に把握し，その変化に関連する要因について検討すること

を目的とした。 

【方法】2020 年 7 月と 2021 年 9 月の 2 回にわたり，民間の調査会社を通じて Web 調査を実施

した。調査対象者は，コロナ感染拡大により 2020 年 4 月に特定警戒都道府県に指定された，13

の都道府県（北海道，茨城県，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，石川県，岐阜県，愛知県，

京都府，大阪府，兵庫県及び福岡県）に在住する 20～69 歳男女で，調査時の食料品の購入頻度

もしくは料理を作る頻度が週 2 日以上の者である。最終的な解析対象者は 2 回の調査に回答し

た 1,339 名（男性 661 名，女性 678 名）とした。食生活への関心度については，妥当性が確認さ

れた食生活関心度尺度（12 項目）を用いてそれぞれ評価した。下位尺度（食生活の重要度，食

生活の優先度）ごとに合計得点を算出し，2020 年と 2021 年それぞれ「低い」群（中央値未満）

と「高い」群（中央値以上）に分け，各時点の状況に基づき「低い／低い」「低い／高い」「高い

／低い」「高い／高い」の 4 群間に分けた。その後，ベースライン時（2020 年）とフォローアッ

プ時（2021 年）の属性および社会経済的状況をχ2検定および残差分析を用いて比較した。 

【結果】食生活関心度尺度の下位尺度ごとに内的整合性の指標であるクロンバック α 係数を算

出したところ，第 1 因子（食生活の重要度）・第 2 因子（食生活の優先度）ともにいずれの年も

0.7 以上であったため，信頼性が確認された。食生活の重要度・優先度ともに，ベースライン時

とフォローアップ時の性別，婚姻状況，就業状況，暮らし向き，およびコロナ前（2020 年 2 月

より前）の暮らし向きに有意な群間差が示された。さらに，食生活の優先度では，年齢層およ

び世帯収入にも有意な群間差が示された。2020 年から 2021 年にかけて食生活の優先度が低下

した「高い／低い」群では，男性，30 歳代，未婚者，正社員，世帯収入が 400-600 万円未満，

調査時およびコロナ前の暮らし向きにゆとりがない者が多かった。一方，食生活の優先度が高

まった「低い／高い」群では，女性，60 歳代，専業主婦・主夫，世帯収入 600 万円以上，調査

時およびコロナ前の暮らし向きにゆとりがある者が多かった。さらに，食生活の重要度が変わ

らず低い「低い／低い」群は，男性，未婚者，暮らし向きにゆとりがない者が有意に多かった。 

【考察】個人の主体的な行動変容を促すには，食生活への関心度は重要な要因の一つと位置付

けられるが，本研究により，男性, 未婚者, 暮らし向きにゆとりがない者では，コロナ禍におい

て食生活への関心度が低下する者が多いことが示された。さらに，食生活の重要度が変わらず

低い者も暮らし向きにゆとりがない者で多かった。そこで，食生活支援を行う上では，学習者

の暮らし向きの状態に配慮した包括的なアプローチを行うことが重要であると示唆された。 
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Ａ．研究目的

新型コロナウイルス（以下，コロナとする）

の感染拡大の影響下において，人々は生活様式

の変更を余儀なくされた。その過程で，健康意

識が高まった者や生活を重視するようになっ

た者が増えたことが報告されている。農林水産

省が，新型コロナウイルス感染症の拡大前に比

べて変わった食生活について 2020 年 12 月に

全国調査を行ったところ，「増えた・広がった」

と回答した人の割合が最も高かったのは，「自

宅で食事を食べる回数」（35.5％）で，続いて「自

宅で料理を作る回数」（26.5％），「家族と食事を

食べる回数」（20.0％）となっていた。  自宅で

料理を作る回数について，若い世代（20～39 歳）

では，「増えた・広がった」と回答した人の割

合が高く，およそ 4 割であった。一方で，栄養

バランスのとれた食事については，若い世代

（20～39 歳）の男性で「増えた・広がった」，

「減った・狭まった」と回答した人の割合がい

ずれも高かった 1)。このような二極化がみられ

た背景には，人々の食生活を左右し得る心理的

な側面の変化があると考え，その変化を定量的

に把握するための評価指標として「食生活関心

度尺度」を開発した。コロナ感染拡大の影響を

受ける前と比べて，第１波（2020 年 6 月まで）

後に食生活の関心度が悪化していた者の特徴

はすでに報告した 2）が，その後の第 2 波，第 3

波と感染状況が続く中での変化は明らかにな

っていない。そこで，コロナ禍における食生活

への関心の変化について縦断的に把握し，その

関連要因を検討することを目的とした。

Ｂ．研究方法

1. 対象とデザイン

2020 年 7 月 1 日～3 日と 2021 年 9 月 1～6 日

の 2 回にわたり，民間の調査会社（株式会社イ

ンテージ）に委託し Web 調査を実施した。対

象者は 2020 年 4 月～5 月のコロナ感染拡大に

伴う緊急事態宣言期間中に特定警戒都道府県

に指定された 13 都道府県（東京都，神奈川県，

埼玉県，千葉県，大阪府，兵庫県，福岡県，北

海道，茨城県，石川県，岐阜県，愛知県，京都

府）の 20～69 歳男女である。調査会社の登録

モニター数は 2020 年 12 月時点 449 万人で，男

女比は男性 53％，女性 47％であった。1 回目

（2020 年）の目標サンプル数は 2,000 人（男女

各 1,000 人，10 歳刻みの年齢層各 400 人）と

し，抽出割合が調査対象都道府県の平成 27 年

国勢調査の生産年齢人口（15～64 歳）と同程度

となるように，性・年層別に都道府県ごとの目

標サンプル数を決定した。2 回目（2021 年）の

対象者は 1 回目回答者を優先し，追加調査者と

併せて目標サンプル数を 2,000 人とした。いず

れの時期も，本調査の実施に先立ち，調査目的

に合わせて事前にスクリーニング調査を実施

した。本調査は，食料品の購入頻度もしくは料

理を作る頻度が週 2 日以上とスクリーニング

調査で回答した者（2020 年 4,203 人，2021 年

3,294 人）に依頼し，回答者数が目標サンプル

数を超えた時点で調査を終了した。最終的に回

答が得られた人数は，2020 年 2,389 人，2021 年

2,342 人であった。1 回目・2 回目調査ともに多

くの項目に続けて同じ選択肢を選んだ者を不

適切回答者として除外したところ，有効回答者

は 2020 年 2,299 名，2021 年 2,267 名で，有効

回答率はそれぞれ 54.7％，68.8％であった。な

お，1 回目の調査が行われた時期は，政府によ

る第1回目の緊急事態宣言が解除された約1ヵ

月後であり，単日のコロナ感染者が，緊急事態

宣言発令前より減少している時期であった。2

回目の調査は第 5 波の途中で，東京や大阪を含

む 21 の都道府県では緊急事態宣言が発令中で

あった。

2．調査項目 

1）食生活の関心度

食生活の関心度を把握するための質問は，信

頼性・妥当性が確認された「食生活関心度尺度」
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2)を用いた。質問票では，まず「現在の，あな

たの食生活への意識についてお尋ねします。」

とたずね，「私は健康的な食生活への関心や意

識が人より高い方だ」など 12 項目について「そ

う思う」「ややそう思う」「あまりそう思わない」

「そう思わない」の 4 件法で回答を得た。分析

では，「そう思う」を 4 点，「そう思わない」を

1 点にし，得点が高いと関心が高いことを示す

ようにした。「健康的な食生活を送るよりも仕

事や収入が大切だ」など 5 項目は，得点化の際

に配点を逆転させた。なお，機械的に同じ選択

肢を選ぶという同一回答傾向 3）が生じないよ

うに，ランダムな項目順で回答を求めた。 

2）対象者特性 

対象者特性は，性別，年齢，婚姻状況，就業

状況，過去 1 年間の世帯収入，コロナの影響を

受ける前と比べた世帯収入の変化，調査時の暮

らし向き，コロナの影響を受ける前の暮らし向

き，最終学歴を把握した。なお, 2021 年の調査

では，暮らし向きを経済的・時間的なゆとりに

分けて，調査時およびコロナの影響を受ける前

の状況を把握した。 

 

3．統計解析 

はじめに，2 回目の調査での食生活関心度尺

度を構成する因子数を確認するため，因子数は

設定せず固有値１以上で探索的因子分析を行

った（主因子法，プロマックス回転）。また，

内的整合性を示すクロンバック α 係数を用い

て信頼性を検討した。 

対象者の属性および社会経済的状況につい

ては，2020 年と 2021 年のクロス集計表を作成

し，McNemar-Bowker 検定にて比較した。 

食生活関心度については，下位尺度ごとに合

計得点を算出し，対応のある検定（Wilcoxon の

符号付き順位検定）を用いて 2020 年と 2021 年

の得点を比較した。また，下位尺度ごとの中央

値をそれぞれ確認し，中央値以上を「高い」，

中央値未満を「低い」の 2 群に分け，2020 年

と 2021 年の状況別に「低い／低い」「低い／高

い」「高い／低い」「高い／高い」の 4 群に分け

て，ベースライン時（2020 年）とフォローアッ

プ時（2021 年）の属性および社会経済的状況を

χ2 検定および残差分析を用いて比較した。 

以上の統計解析には，IBM SPSS Statistics 27.0

を使用し，有意水準は 5%とした（両側検定）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は，女子栄養大学研究倫理審査委員会

の審査・承認を得て実施した(承認日 2020 年 6

月 24 日，2021 年 3 月 17 日)。個人情報の保護

に関しては，登録モニターと調査会社との間で

契約がされており，また収集されたデータは，

回答者のプライバシーは完全に保護された上

で，調査会社より提供を受けた。 

 

Ｃ．研究結果 

1．対象者特性（表 1） 

 対象者は男性 49.4％，女性 50.6％で，2021 年

までフォローアップできた 20 歳代から 60 歳

代の各年齢層の回答者割合は 20 歳代が 13.0％

と最も少なく，続いて 30 歳代 17.6％，40 歳～

60 歳代はそれぞれ 20％以上であった。2020 年

と 2021 年の属性に差がみられた項目は，年齢

層，婚姻状況，コロナ前と比べた世帯収入の変

化であった。年齢層は 60-69 歳が増え，未婚者

の割合が減少し，コロナ前と比べた世帯収入の

変化は変化なしが増加していた。2021 年時の

暮らし向きは「経済的なゆとり」と「時間的な

ゆとり」に分けて把握し，それぞれ「ゆとりな

し」が 39.8％と 21.7％であった。また，コロナ

前の経済的・時間的なゆとりは，それぞれ「ゆ

とりなし」が 29.6％と 23.0％であった。 

 

2．食生活関心度尺度，信頼性の検討（表 2-1, 

2-2） 

2020 年時，2021 年時のいずれも食生活関心

度尺度は 2 因子構造（第 1 因子 7 項目，第 2 因
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子 5 項目）で，全ての項目において因子負荷量

0.50 以上かつ複数因子への分散も見られなか

ったた。それぞれの因子名は，第 1 因子を「食

生活の重要度」，第 2 因子を「食生活の優先度」

とした。 

また，下位尺度ごとに因子分析にし，一次元

性を確認するとともに内的整合性の指標であ

るクロンバック α係数を算出したところ，いず

れも第 1 因子は 0.8 以上，第 2 因子は 0.7 以上

であった。クロンバックα係数が 0.7 以上であ

ったため，信頼性が確認された。 

 

3．食生活関心度得点の分布（図 1-1～2-2） 

 食生活の重要度（図 1-1, 1-2）と食生活の優

先度（図 2-1, 2-2）の得点分布を示した。各中

央値は，食生活の重要度が 20 点，食生活の優

先度が 14 点であった。対応のある検定を用い

て，下位尺度ごとに 2020 年と 2021 年の得点を

比較したところ，食生活の重要度は p=0.023，

食生活の優先度は p=0.335 であり，2021 年の食

生活の重要度の得点は有意に低いことが示さ

れた。 

 

4．食生活の関心度の状況別にみたベースライ

ン時の対象者特性（表 3-1～表 3-2） 

 2020 年と 2021 年の 2 時点における食生活へ

の関心度別に，対象者を 4 群に分けてベースラ

イン（2020 年時点）の対象者特性を比較した。 

 食生活の重要度・優先度ともに，ベースライ

ン時の性別，婚姻状況，就業状況，暮らし向き，

最終学歴，およびコロナ前（2020 年 2 月より

前）の暮らし向きに有意な群間差が示された。

さらに，食生活の優先度では，年齢層および世

帯収入にも有意な群間差が示された。 

 2020 年から 2021 年にかけて食生活の重要

度・優先度が低下した「高い／低い」群では，

ベースライン時の暮らし向きやコロナ前の暮

らしむきにゆとりがなかった者が有意に多か

った。一方，食生活の優先度が高まった「低い

／高い」群では，ベースライン時の暮らし向き

やコロナ前の暮らし向きにゆとりがある者が

有意に多かった。さらに，食生活の重要度が変

わらず低い「低い／低い」群では，男性，未婚，

中・高卒，ベースライン時の暮らし向きやコロ

ナ前の暮らし向きにゆとりがない者が有意に

多かった。 

 

5．食生活の関心度の状況別にみたフォローア

ップ時の対象者特性（表 4-1～表 4-2） 

 2020 年と 2021 年の 2 時点における食生活へ

の関心度別に，対象者を 4 群に分けてフォロー

アップ時（2021 年時点）の対象者特性を比較し

た。 

 フォローアップ時では，食生活の重要度・優

先度ともに，ベースライン時と同様，性別，婚

姻状況，就業状況には有意な差がみられた。さ

らに，調査時の経済的なゆとりと時間的なゆと

り，およびコロナ前の経済的なゆとりと時間的

なゆとりにも有意な差がみられた。さらに，食

生活の優先度では，年齢層および世帯収入にも

有意な群間差が示された。 

 2020年から 2021年にかけて食生活の重要度

が低下した「高い／低い」群では，フォローア

ップ時に経済的なゆとりが無かった者が有意

に多かった。一方，優先度が低下した群では，

フォローアップ時の時間的なゆとりや，コロナ

前の時間的ゆとりがない者およびどちらでも

ない者が多かった。食生活の優先度が改善した

「低い／高い」群では，フォローアップ時の時

間的なゆとり，コロナ前の経済的・時間的ゆと

りがある者が有意に多かった。 

 

Ｄ．考察 

 本研究では，妥当性・信頼性が確認された食

生活関心度尺度を用いて食生活への関心度を

追跡調査し，コロナ禍における関心度の変化と

その関連要因を検討した。その結果，食生活の

重要度は男性，未婚者，暮らし向きにゆとりが
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ない者では変わらず低いことが確認された。一

方，女性，既婚（配偶者あり），専業主婦・主

夫，暮らし向きにゆとりがある者，そして学歴

が大学卒の者では，コロナ禍において変わらず

食生活の重要度が高いことが示された。しかし，

食生活の優先度が変わらず低い者や高い者に

共通する特性は明らかにならなかった。 

 コロナ禍において食生活の優先度が下がっ

た者では，男性，30 歳代，未婚者，正社員，世

帯収入が 400-600 万円未満，調査時およびコロ

ナ前の暮らし向きにゆとりがない者が多かっ

た。一方，優先度が改善した者では，女性，60

歳代，専業主婦・主夫，世帯収入 600 万円以上，

調査時およびコロナ前の暮らし向きにゆとり

がある者が多かった。 

 以上の結果より，男性，未婚者，暮らし向き

にゆとりがない者は，コロナ禍において食生活

の重要度が変わらず低く，さらに食生活の優先

度が悪化した者が多いことが分かった。なお，

結果には示していないが，食生活の重要度が変

わらず低い者，また食生活の優先度が下がった

者では，精神的健康状態に問題がある者が多く，

食に関する主観的 QOL が低い者が多かった。

そのため，コロナ禍において誰一人取り残さな

い食生活支援を実施するには，本研究で明らか

となった特に配慮が必要な集団に向けて積極

的なアプローチが必要であると示唆された。 

 本研究の限界として，対象者を社会調査会社

の登録パネルから有意抽出し，インターネット

で調査を行った点がある。インターネット調査

の場合，データの回収が迅速であるというメリ

ットがあるが，登録者の年齢層が偏っている，

調査会社にモニター登録した積極的な対象者

に限定されるという点で，無作為抽出法に比べ

て標本誤差が生じる 4）。また，謝礼目当てで，

設問をよく読まずに適当に回答する者がいる

可能性がある 4）。本研究では，逆転項目を含む

質問に対して同一回答している者は不適切回

答者として解析対象者から除外した。しかし，

それ以外の回答についての真意は判断できな

いため，そのような非標本誤差の影響にも留意

が必要である。 

 以上のような限界はあるものの，妥当性・信

頼性が確認された食生活関心度尺度を用いて

コロナ禍における食生活への関心度の変化を

把握することができた。さらに，変化に関連す

る要因として，属性や社会経済的状況の特徴を

明らかにすることができた。今後は，食生活関

心度の変化と食生活やその他の生活習慣の変

化との関連を検討することが課題である。 

 

Ｅ．結論 

 個人の主体的な行動変容を促すには，食生活

への関心度は重要な要因の一つと位置付けら

れるが，本研究により，男性, 未婚者, 暮らし

向きにゆとりがない者では，コロナ禍において

食生活への関心度が低下する者が多いことが

示された。さらに，食生活の重要度が変わらず

低い者も暮らし向きにゆとりがない者で多か

った。そこで，食生活支援を行う上では，学習

者の暮らし向きの状態に配慮した包括的なア

プローチを行うことが重要であると示唆され

た。 
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表1　対象者の特性

n % n % P
性別 男性 661 49.4 性別 男性 661 49.4 1.000

女性 678 50.6 女性 678 50.6
年齢層 20-29歳 174 13.0 年齢層 20-29歳 120 9.0 <0.001

30-39歳 235 17.6 30-39歳 231 17.3
40-49歳 290 21.7 40-49歳 304 22.7
50-59歳 310 23.2 50-59歳 316 23.6
60-69歳 330 24.6 60-69歳 368 27.5

婚姻状況 未婚 475 35.5 婚姻状況 未婚 461 34.4 0.010
既婚（配偶者あり） 741 55.3 既婚（配偶者あり） 750 56.0
配偶者離別/死別 123 9.2 配偶者離別/死別 128 9.6

就業状況 正社員 448 33.5 就業状況 正社員 452 33.8 0.198
派遣・契約社員 86 6.4 派遣・契約社員 78 5.8
パート・アルバイト 236 17.6 パート・アルバイト 243 18.1
自営業 115 8.6 自営業・自由業 118 8.8
学生 18 1.3 学生 15 1.1
専業主婦・主夫 256 19.1 専業主婦・主夫 253 18.9
無職 178 13.3 無職 177 13.2
その他 2 0.1 その他（休職） 3 0.2

世帯収入 200万円未満 238 17.8 世帯収入 200万円未満 222 16.6 0.058
200-400万円未満 262 19.6 200-400万円未満 245 18.3
400-600万円未満 241 18.0 400-600万円未満 241 18.0
600万円以上 364 27.2 600万円以上 391 29.2
答えたくない・わからない 234 17.5 答えたくない・わからない 240 17.9
減った 439 32.8 減った 343 25.6 <0.001
変化なし 881 65.8 変化なし 960 71.7
増えた 19 1.4 増えた 36 2.7

暮らし向き ゆとりなし 579 43.2 経済的なゆとり ゆとりなし 533 39.8 -
どちらでもない 457 34.1 どちらともいえない 430 32.1
ゆとりあり 303 22.6 ゆとりあり 376 28.1

時間的なゆとり ゆとりなし 290 21.7 -
どちらともいえない 394 29.4
ゆとりあり 655 48.9

ゆとりなし 479 35.8 コロナ前の経済的なゆとり ゆとりなし 396 29.6 -
どちらでもない 541 40.4 どちらともいえない 568 42.4
ゆとりあり 319 23.8 ゆとりあり 375 28.0

コロナ前の時間的なゆとり ゆとりなし 308 23.0 -
どちらともいえない 522 39.0
ゆとりあり 509 38.0

最終学歴 中・高卒 384 28.7 最終学歴 中・高卒 380 28.4 0.663
専門学校・短大卒 310 23.2 専門学校・短大卒 310 23.2
大学卒 568 42.4 大学卒 564 42.1
大学院卒 59 4.4 大学院卒 63 4.7
答えたくない 18 1.3 答えたくない 22 1.6

対応のある項目については、McNemar-Bowker検定を用いて比較した。

コロナ前の暮らし向き
（2020年2月より前）

世帯収入の変化
（コロナ前と比べて）

世帯収入の変化
（コロナ前と比べて）

フォローアップ時（2021年9月）ベースライン時（2020年7月）
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表2-1  ベースライン時における食生活関心度尺度（2020年7月）

1 2
食生活の重要度（クロンバックα=0.838）

食生活に関する情報に興味がある 0.72 0.02
私は健康的な食生活への関心や意識が人より高い方だ 0.71 -0.02
食生活を第一に考えて暮らしたい 0.69 -0.06
食生活のためにはある程度時間を割くべきだ 0.69 -0.03
食生活のためにはある程度お金をかけてもよい 0.60 -0.02
栄養バランスが偏らないように気を付けている 0.58 0.15
栄養バランスを維持するための方法を知りたい 0.56 0.01

食生活の優先度（クロンバックα=0.734）
食生活で病気を予防するより、病気になったら治療したり、考えたりすればよいと思う -0.10 0.71
自分や身近な人に何か問題があるまで食生活の心配をしない 0.05 0.63
健康的な食生活を送ることよりも仕事や収入が大切だ -0.09 0.59
食生活よりも遊びや趣味が大切だ 0.08 0.53
食生活に気を配る余裕がない 0.11 0.50

因子負荷量 3.42 2.47
寄与率（％） 30.64 9.81
累積寄与率（％） 30.64 40.45
因子抽出法: プロマックス法（主因子法）
尺度全体のクロンバックα＝0.828

因子

表2-2 フォローアップ時における食生活関心度尺度（2021年9月）

1 2
食生活の重要度（クロンバックα=0.836）

私は健康的な食生活への関心や意識が人より高い方だ 0.74 0.02
食生活を第一に考えて暮らしたい 0.71 0.07
食生活に関する情報に興味がある 0.67 -0.03
食生活のためにはある程度お金をかけてもよい 0.66 0.02
食生活のためにはある程度時間を割くべきだ 0.62 0.00
栄養バランスが偏らないように気を付けている 0.60 -0.08
栄養バランスを維持するための方法を知りたい 0.56 -0.01

食生活の優先度（クロンバックα=0.751）
食生活で病気を予防するより、病気になったら治療したり、考えたりすればよいと思う 0.06 0.72
自分や身近な人に何か問題があるまで食生活の心配をしない -0.02 0.70
健康的な食生活を送ることよりも仕事や収入が大切だ 0.12 0.62
食生活よりも遊びや趣味が大切だ -0.07 0.54
食生活に気を配る余裕がない -0.17 0.47

因子負荷量 3.28 2.31
寄与率（％） 29.26 12.00
累積寄与率（％） 29.26 41.26
因子抽出法: プロマックス法（主因子法）
尺度全体のクロンバックα＝0.816

因子
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図 1-1 食生活の重要度（2020 年 7月） 

 
図 1-2 食生活の重要度（2021 年 9月） 

 
Wilcoxonの符号付き順位検定 
P=0.023 

低い 高い

 

低い 高い
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図 2-1 食生活の優先度（2020 年 7月） 

 

 
図 2-2 食生活の優先度（2021 年 9月） 

 
Wilcoxonの符号付き順位検定 
P=0.335 
 

低い 高い

 

低い 高い
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表3-1　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の重要度の状況別にみたベースライン時（2020年7月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 286** 56.6% 64 45.1% 89 54.9% 222* 41.9% <0.001
女性 219* 43.4% 78 54.9% 73 45.1% 308** 58.1%

年齢層
20-29歳 61 12.1% 17 12.0% 21 13.0% 75 14.2% 0.660
30-39歳 97 19.2% 24 16.9% 30 18.5% 84 15.8%
40-49歳 112 22.2% 30 21.1% 33 20.4% 115 21.7%
50-59歳 129 25.5% 32 22.5% 34 21.0% 115 21.7%
60-69歳 106 21.0% 39 27.5% 44 27.2% 141 26.6%

婚姻状況
未婚 208** 41.2% 49 34.5% 61 37.7% 157* 29.6% 0.001
既婚（配偶者あり） 243* 48.1% 82 57.7% 85 52.5% 331** 62.5%
配偶者離別／死別 54 10.7% 11 7.7% 16 9.9% 42 7.9%

就業状況
正社員 169 33.5% 49 34.5% 63 38.9% 167 31.5% 0.001
派遣・契約社員 44 8.7% 10 7.0% 6 3.7% 26 4.9%
パート・アルバイト 99 19.6% 26 18.3% 26 16.0% 85 16.0%
自営業 39 7.7% 14 9.9% 16 9.9% 46 8.7%
学生 3 0.6% 1 0.7% 3 1.9% 11 2.1%
専業主婦・主夫 71* 14.1% 26 18.3% 23 14.2% 136** 25.7%
無職 78 15.4% 16 11.3% 25 15.4% 59 11.1%
その他 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

世帯収入
200万円未満 95 18.8% 28 19.7% 22 13.6% 93 17.5% 0.073
200-400万円未満 116 23.0% 16 11.3% 35 21.6% 95 17.9%
400-600万円未満 92 18.2% 31 21.8% 27 16.7% 91 17.2%
600万円以上 122 24.2% 38 26.8% 43 26.5% 161 30.4%
答えたくない・わからない 80 15.8% 29 20.4% 35 21.6% 90 17.0%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 4 0.8% 3 2.1% 1 0.6% 11 2.1% 0.416
減った 171 33.9% 40 28.2% 57 35.2% 171 32.3%
変化なし 330 65.3% 99 69.7% 104 64.2% 348 65.7%

暮らし向き
ゆとりなし 257** 50.9% 57 40.1% 87** 53.7% 178* 33.6% <0.001
どちらでもない 168 33.3% 51 35.9% 48 29.6% 190 35.8%
ゆとりあり 80* 15.8% 34 23.9% 27 16.7% 162** 30.6%

コロナ前の暮らし向き（2020年2月より前）
ゆとりなし 218** 43.2% 48 33.8% 72** 44.4% 141* 26.6% <0.001
どちらでもない 198 39.2% 62 43.7% 58 35.8% 223 42.1%
ゆとりあり 89* 17.6% 32 22.5% 32 19.8% 166** 31.3%

最終学歴（5区分）
中・高卒 174** 34.5% 41 28.9% 46 28.4% 123* 23.2% 0.011
専門学校・短大卒 102* 20.2% 41 28.9% 35 21.6% 132 24.9%
大学卒 198 39.2% 55 38.7% 71 43.8% 244** 46.0%
大学院卒 22 4.4% 2 1.4% 8 4.9% 27 5.1%
答えたくない 9 1.8% 3 2.1% 2 1.2% 4 0.8%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

低い／低い(n=505) 低い／高い(n=142) 高い／低い(n=162) 高い／高い(n=530)
2020年／2021年の重要度
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表3-2　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の優先度の状況別にみたベースライン時（2020年7月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 46 53.5% 185* 35.6% 277** 66.1% 153 48.6% <0.001
女性 40 46.5% 334** 64.4% 142* 33.9% 162 51.4%

年齢層
20-29歳 16 18.6% 44* 8.5% 74** 17.7% 40 12.7% <0.001
30-39歳 12 14.0% 75* 14.5% 87** 20.8% 61 19.4%
40-49歳 19 22.1% 100 19.3% 106** 25.3% 65 20.6%
50-59歳 19 22.1% 123 23.7% 87 20.8% 81 25.7%
60-69歳 20 23.3% 177** 34.1% 65* 15.5% 68 21.6%

婚姻状況
未婚 35 40.7% 134* 25.8% 191** 45.6% 115 36.5% <0.001
既婚（配偶者あり） 46 53.5% 323** 62.2% 191* 45.6% 181 57.5%
配偶者離別／死別 5 5.8% 62** 11.9% 37 8.8% 19* 6.0%

就業状況
正社員 34 39.5% 126* 24.3% 189** 45.1% 99 31.4% <0.001
派遣・契約社員 9 10.5% 26 5.0% 35 8.4% 16 5.1%
パート・アルバイト 13 15.1% 95 18.3% 63 15.0% 65 20.6%
自営業 7 8.1% 53 10.2% 28 6.7% 27 8.6%
学生 1 1.2% 5 1.0% 7 1.7% 5 1.6%
専業主婦・主夫 13 15.1% 139** 26.8% 47* 11.2% 57 18.1%
無職 9 10.5% 74 14.3% 49 11.7% 46 14.6%
その他 0 0.0% 1 0.2% 1 0.2% 0 0.0%

世帯収入
200万円未満 9 10.5% 96 18.5% 78 18.6% 55 17.5% 0.006
200-400万円未満 15 17.4% 101 19.5% 83 19.8% 63 20.0%
400-600万円未満 14 16.3% 75* 14.5% 100** 23.9% 52 16.5%
600万円以上 28 32.6% 159** 30.6% 98* 23.4% 79 25.1%
答えたくない・わからない 20 23.3% 88 17.0% 60* 14.3% 66 21.0%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 1 1.2% 6 1.2% 9 2.1% 3 1.0% 0.471
減った 32 37.2% 157 30.3% 139 33.2% 111 35.2%
変化なし 53 61.6% 356 68.6% 271 64.7% 201 63.8%

暮らし向き
ゆとりなし 39 45.3% 198* 38.2% 200** 47.7% 142 45.1% <0.001
どちらでもない 27 31.4% 161 31.0% 143 34.1% 126** 40.0%
ゆとりあり 20 23.3% 160** 30.8% 76* 18.1% 47* 14.9%

コロナ前の暮らし向き（2020年2月より前）
ゆとりなし 32 37.2% 161* 31.0% 170** 40.6% 116 36.8% <0.001
どちらでもない 31 36.0% 192* 37.0% 171 40.8% 147** 46.7%
ゆとりあり 23 26.7% 166** 32.0% 78* 18.6% 52* 16.5%

最終学歴（5区分）
中・高卒 26 30.2% 128 24.7% 141 33.7% 89 28.3% 0.101
専門学校・短大卒 19 22.1% 135 26.0% 75 17.9% 81 25.7%
大学卒 37 43.0% 231 44.5% 178 42.5% 122 38.7%
大学院卒 3 3.5% 20 3.9% 19 4.5% 17 5.4%
答えたくない 1 1.2% 5 1.0% 6 1.4% 6 1.9%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の優先度
低い／低い(n=86) 低い／高い(n=519) 高い／低い(n=419) 高い／高い(n=315)
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表4-1　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の重要度の状況別にみたフォローアップ時（2021年9月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 286** 56.6% 64 45.1% 89 54.9% 222* 41.9% <0.001
女性 219* 43.4% 78 54.9% 73 45.1% 308** 58.1%

年齢層
20-29歳 36 7.1% 13 9.2% 14 8.6% 57 10.8% 0.146
30-39歳 101 20.0% 22 15.5% 24 14.8% 84 15.8%
40-49歳 113 22.4% 30 21.1% 42 25.9% 119 22.5%
50-59歳 136 26.9% 33 23.2% 33 20.4% 114 21.5%
60-69歳 119 23.6% 44 31.0% 49 30.2% 156 29.4%

婚姻状況
未婚 202** 40.0% 49 34.5% 58 35.8% 152* 28.7% 0.001
既婚（配偶者あり） 247* 48.9% 79 55.6% 87 53.7% 337** 63.6%
配偶者離別／死別 56 11.1% 14 9.9% 17 10.5% 41 7.7%

就業状況
正社員 173 34.3% 47 33.1% 62 38.3% 170 32.1% <0.001
派遣・契約社員 38** 7.5% 11 7.7% 6 3.7% 23 4.3%
パート・アルバイト 101 20.0% 23 16.2% 26 16.0% 93 17.5%
自営業 36 7.1% 16 11.3% 17 10.5% 49 9.2%
学生 2* 0.4% 1 2 1.2% 10** 1.9%
専業主婦・主夫 69* 13.7% 28 19.7% 23 14.2% 133** 25.1%
無職 84** 16.6% 16 11.3% 26 16.0% 51* 9.6%
その他 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%

世帯収入
200万円未満 98 19.4% 21 14.8% 26 16.0% 77 14.5% 0.116
200-400万円未満 107 21.2% 22 15.5% 30 18.5% 86 16.2%
400-600万円未満 86 17.0% 29 20.4% 26 16.0% 100 18.9%
600万円以上 125 24.8% 42 29.6% 46 28.4% 178 33.6%
答えたくない・わからない 89 17.6% 28 19.7% 34 21.0% 89 16.8%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 11 2.2% 1 0.7% 5 3.1% 19 3.6% 0.531
減った 136 26.9% 36 25.4% 42 25.9% 129 24.3%
変化なし 358 70.9% 105 73.9% 115 71.0% 382 72.1%

経済的なゆとり
ゆとりなし 241** 47.7% 47 33.1% 80** 49.4% 165* 31.1% <0.001
どちらでもない 162 32.1% 56** 39.4% 44 27.2% 168 31.7%
ゆとりあり 102* 20.2% 39 27.5% 38 23.5% 197** 37.2%

時間的なゆとり
ゆとりなし 130** 25.7% 24 16.9% 35 21.6% 101 19.1% <0.001
どちらでもない 164 32.5% 46 32.4% 55 34.0% 129* 24.3%
ゆとりあり 211* 41.8% 72 50.7% 72 44.4% 300** 56.6%

コロナ前の経済的ゆとり
ゆとりなし 187** 37.0% 36 25.4% 57 35.2% 116* 21.9% <0.001
どちらでもない 215 42.6% 60 42.3% 70 43.2% 223 42.1%
ゆとりあり 103* 20.4% 46 32.4% 35 21.6% 191** 36.0%

コロナ前の時間的ゆとり
ゆとりなし 134** 26.5% 29 20.4% 38 23.5% 107* 20.2% 0.007
どちらでもない 207 41.0% 55 38.7% 70 43.2% 190 35.8%
ゆとりあり 164* 32.5% 58 40.8% 54 33.3% 233** 44.0%

最終学歴（5区分）
中・高卒 172** 34.1% 38 26.8% 45 27.8% 125* 23.6% 0.007
専門学校・短大卒 102* 20.2% 45** 31.7% 37 22.8% 126 23.8%
大学卒 196 38.8% 53 37.3% 70 43.2% 245** 46.2%
大学院卒 23 4.6% 3 2.1% 8 4.9% 29 5.5%
答えたくない 12 2.4% 3 2.1% 2 1.2% 5 0.9%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の重要度
低い／低い(n=505) 低い／高い(n=142) 高い／低い(n=162) 高い／高い(n=530)
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表4-2　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の優先度の状況別にみたフォローアップ時（2021年9月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 46 53.5% 185* 35.6% 277** 66.1% 153 48.6% <0.001
女性 40 46.5% 334** 64.4% 142* 33.9% 162 51.4%

年齢層
20-29歳 12 14.0% 32* 6.2% 44 10.5% 32 10.2% <0.001 
30-39歳 13 15.1% 59* 11.4% 102** 24.3% 57 18.1%
40-49歳 19 22.1% 118 22.7% 105 25.1% 62 19.7%
50-59歳 20 23.3% 118 22.7% 91 21.7% 87 27.6%
60-69歳 22 25.6% 192** 37.0% 77* 18.4% 77 24.4%

婚姻状況
未婚 35 40.7% 130* 25.0% 184** 43.9% 112 35.6% <0.001
既婚（配偶者あり） 46 53.5% 331 63.8% 194* 46.3% 179 56.8%
配偶者離別／死別 5 5.8% 58 11.2% 41 9.8% 24 7.6%

就業状況
正社員 36 41.9% 128* 24.7% 189** 45.1% 99 31.4% <0.001
派遣・契約社員 7 8.1% 21* 4.0% 34** 8.1% 16 5.1%
パート・アルバイト 14 16.3% 95 18.3% 69 16.5% 65 20.6%
自営業 7 8.1% 56** 10.8% 28 6.7% 27 8.6%
学生 1 1.2% 5 1.0% 7 1.7% 2 0.6%
専業主婦・主夫 13 15.1% 144** 27.7% 40* 9.5% 56 17.8%
無職 8 9.3% 69 13.3% 51 12.2% 49 15.6%
その他 0 0.0% 1 0.2% 1 0.2% 1 0.3%

世帯収入
200万円未満 14 16.3% 86 16.6% 70 16.7% 52 16.5% 0.026
200-400万円未満 15 17.4% 88 17.0% 87 20.8% 55 17.5%
400-600万円未満 13 15.1% 77* 14.8% 97** 23.2% 54 17.1%
600万円以上 27 31.4% 175** 33.7% 102* 24.3% 87 27.6%
答えたくない・わからない 17 19.8% 93 17.9% 63 15.0% 67 21.3%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 1 1.2% 18 3.5% 10 2.4% 7 2.2% 0.077
減った 25 29.1% 117 22.5% 128 30.5% 73 23.2%
変化なし 60 69.8% 384 74.0% 281 67.1% 235 74.6%

経済的なゆとり
ゆとりなし 37 43.0% 178* 34.3% 176 42.0% 142** 45.1% <0.001
どちらでもない 25 29.1% 155 29.9% 144 34.4% 106 33.7%
ゆとりあり 24 27.9% 186 35.8% 99* 23.6% 67* 21.3%

時間的なゆとり
ゆとりなし 16 18.6% 95* 18.3% 111** 26.5% 68 21.6% <0.001
どちらでもない 31 36.0% 114* 22.0% 143** 34.1% 106 33.7%
ゆとりあり 39 45.3% 310** 59.7% 165* 39.4% 141 44.8%

コロナ前の経済的ゆとり
ゆとりなし 29 33.7% 130* 25.0% 135 32.2% 102 32.4% <0.001
どちらでもない 37 43.0% 203 39.1% 186 44.4% 142 45.1%
ゆとりあり 20 23.3% 186** 35.8% 98* 23.4% 71* 22.5%

コロナ前の時間的ゆとり
ゆとりなし 20 23.3% 104* 20.0% 116** 27.7% 68 21.6% <0.001
どちらでもない 36 41.9% 162* 31.2% 181** 43.2% 143** 45.4%
ゆとりあり 30 34.9% 253** 48.7% 122* 29.1% 104* 33.0%

最終学歴（5区分）
中・高卒 26 30.2% 127 24.5% 138 32.9% 89 28.3% 0.093
専門学校・短大卒 19 22.1% 136 26.2% 73 17.4% 82 26.0%
大学卒 37 43.0% 227 43.7% 179 42.7% 121 38.4%
大学院卒 3 3.5% 22 4.2% 20 4.8% 18 5.7%
答えたくない 1 1.2% 7 1.3% 9 2.10% 5 1.6%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の優先度
低い／低い(n=86) 低い／高い(n=519) 高い／低い(n=419) 高い／高い(n=315)
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令和 3年度厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）
健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立 

分担研究報告書

紙巻きタバコ喫煙者における禁煙関連イベントの認知度・禁煙関連キャンペーンへの曝露と 
翌年の禁煙状況との関連 

田淵貴大 大阪国際がんセンターがん対策センター疫学統計部 部長補佐 
津野香奈美 神奈川県立保健福祉大学大学院ヘルスイノベーション研究科 准教授 

研究要旨 
【目的】紙巻きタバコ喫煙者における禁煙関連イベントの認知度・禁煙キャンペーンへの曝露
と翌年の禁煙状況との関連を検討することを目的とし、解析を実施した。 
【方法】2019 年と 2020年に実施したインターネット調査の回答者のうち、2019 年調査時点で
紙巻きタバコ喫煙者であった男女 1,959 名を解析対象とした。禁煙関連イベントや情報に関す
る認知度は、健康日本 21、WHO（World Health Organization：世界保健機関）のタバコ規制
枠組み条約、世界禁煙デー、COPD（chronic obstructive pulmonary disease：慢性閉塞性肺疾
患）等に関し、それぞれ知っているかどうかを聞いた。禁煙関連キャンペーンは、厚生労働省
や WHOの世界禁煙デーのポスター、COPD 啓発プロジェクトのポスター、JT（日本たばこ産
業株式会社）によるテレビコマーシャルや新聞広告をそれぞれ見たことがあるかどうか、そし
て禁煙支援書籍を読んだことがあるかどうかを聞いた。統計解析はまずχ二乗検定により、禁
煙関連情報やキャンペーンへの曝露割合を、禁煙無関心層と禁煙関心層とで比較した。次に、
log-binomial 回帰分析を用い、禁煙関連イベントの認知度及び禁煙キャンペーンへの曝露の有
無と禁煙達成との関連を検証した。 
【結果】2019 年時点で紙巻きタバコ・手巻きタバコを喫煙していた 1,959 名のうち男性は
79.5%、女性は 20.5%で、平均年齢は 50.6 歳であった。喫煙者のうち、2019年時点で禁煙を試
したことがある者は 491名（25.1%）、2020 年時点で禁煙を達成した者は 295名（15.1％）で
あった。禁煙関連イベントや禁煙につながる情報として、認知度が最も高かったのは
「COPD」で 21.4％、最も低かったのは「健康日本 21」で 7.4％であった。最も曝露割合の高
かった禁煙関連キャンペーンは「JTのテレビコマーシャル」（32.3％）、最も低かったのは
「WHO の世界禁煙デーのポスター」（10.9％）であった。禁煙関心層では、無関心層と比較し
て、ほとんど全ての項目で認知度が高かった。禁煙関連イベントや情報と翌年の禁煙達成との
関連を見ると、いずれも有意な関連は見られなかった。禁煙関連キャンペーンへの曝露と翌年
の禁煙達成については、禁煙支援書籍の読書経験にのみ有意な関連が見られ、禁煙支援書籍の
読書経験があると、ない場合と比べて 1.4 倍禁煙達成に至りやすいという結果が得られた。 
【結論】禁煙関連イベントの認知度・禁煙キャンペーンへの曝露と翌年の禁煙状況とは、禁煙
支援書籍以外全ての項目で有意な関連が見られなかった。このことから、ポスターを見たりタ
バコのリスクを知ったりすることが禁煙に結び付かない可能性がある。特に健康無関心層に対
しては、そもそも禁煙関連情報やキャンペーンの認知度が低かったことから、ポピュレーショ
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ンアプローチとしての禁煙促進キャンペーンの有効性には課題がある可能性がある。 

Ａ．研究目的 
禁煙は、達成が難しい健康行動の一つであ

る。禁煙を促す様々なキャンペーンや周知啓
発が行われているが、ポピュレーションアプ
ローチとしてどのような情報を提供すること
が実際に禁煙に結び付くのかは、これまで十
分にわかっていない。 
また、厚生労働省の「2040 年を展望した社

会保障・働き方改革本部」は、健康寿命を延
伸するために、健康無関心層も含めた予防・
健康づくりの推進を求めている。しかし、具
体的にどのような層に対してどのようなアプ
ローチを実施するのが効果的かについて、統
一的な見解は得られていないのが実情であ
る。 
そこで本研究は、健康無関心層も含めた予

防・健康づくりの推進に資するため、日本の
一般住民に対するインターネット調査を実施
し、紙巻きタバコ喫煙者における禁煙関連イ
ベントやキャンペーンの認知度を調べ、それ
らと翌年の禁煙状況との関連を検討すること
を目的とした。 
 
Ｂ．研究方法 
■データおよび対象者 
楽天インサイト株式会社の調査パネルメンバ

ーを対象としたインターネット調査（JASTIS研
究 2019 並びに JASTIS研究 2020）を実施した。
対象者はパネル全体からランダムにサンプリン
グされ形成されており、現在喫煙者・過去喫煙
者・もともと吸わない非喫煙者（current 
smoker/ former smoker/ never smoker）を含ん
でいる（詳細については先行研究 1, 2)参照）。 

2019年 2 月 2日～25 日に、2015～2018 の調
査の全回答者（コホート１～４すべてを含む）
の総数 18103 人のうち、2019年 1 月時点で調査
会社から連絡することが可能であった 14825人

に対して調査を実施し、9262 人から回答が得ら
れた（回収率＝62.5％）。また、新規ベースライ
ン調査を 2019 年 2 月 27～28 日に実施し、15-
24 歳の男女合計 1738 人（コホート５）から同
調査に回答を得た。 

2020年 2 月 9日～3 月 2日に、2015～2019 年
の調査の全回答者（コホート１～５すべてを含
む）の総数 19841 人のうち、2020年１月時点で
調査会社から連絡することが可能であった
14330 名を対象に調査を実施し、9116人から回
答が得られた（回収率＝63.6％）。 

JASTIS 研究 2019-2020 では、対象者の属性に
応じてコホート１～５の５集団が設定されてい
る。それぞれのコホートは下記の通りである。 
・ コホート１：JASTIS2015 年調査において

15-69歳の男女からランダムサンプリング 
・ コホート２：JASTIS2015 年調査において電

子タバコユーザーからランダムサンプリン
グ 

・ コホート３：JASTIS2015 年調査において電
子タバコを使ったことのない現在喫煙者か
らランダムサンプリング 

・ コホート４：JASTIS2017 年調査において
15-69歳の男女からランダムサンプリング 

・ コホート５：JASTIS2019 年調査において
15-24歳の男女からランダムサンプリング 

本研究では、2019年・2020 年調査の両方に回
答した者のデータを縦断調査データとして使用
した。2019 年調査において喫煙状況について回
答が得られ、不正回答を除外した、15～73 歳の
男女合計 1,959 人を分析対象者とした。 
 
■分析に用いた項目 
 2019 年時点で直近 30日以内に紙巻き・手
巻きタバコのいずれかを吸ったり使ったりし
たことのある者を喫煙者と定義した。また、
2019年時点の喫煙者のうち、2020年調査時点
で紙巻きタバコを「以前は吸っていたが今は
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吸っていない（止めた）」と回答した者を禁煙
達成者、直近 30 日以内に紙巻き・手巻きタバ
コのいずれかを吸ったり使ったりしている者
を喫煙継続者とした。 
禁煙への関心度は、「紙巻きタバコを禁煙す

ることにどれくらい関心がありますか」と質
問し、トランスセオレティカルモデル 3)に基づ
き 5 つの回答選択肢で回答を得た。これらを
関心度別に禁煙無関心層と禁煙関心層の 2 群
に分けた。具体的には、「禁煙することに関心
がない」「禁煙することに関心があるが、今後
６ヵ月以内に禁煙しようとは考えていない」
を禁煙無関心層、「今後６ヵ月以内に禁煙しよ
うと考えているが、この１ヵ月以内に禁煙す
る考えはない」「この１ヵ月以内に禁煙しよう
と考えている」「現在すでに禁煙しているが、
その期間は 6 ヶ月未満である」を禁煙関心層
に分類した。 
禁煙関連イベントや情報に関する認知度

は、健康日本 21、WHO（World Health 
Organization：世界保健機関）のタバコ規制枠
組み条約、世界禁煙デー（5/31）、COPD
（chronic obstructive pulmonary disease：慢性
閉塞性肺疾患）、加熱式タバコには吸っている
本人に対して大きな害がある可能性があると
専門家から指摘されていることに関し、それ
ぞれ「知らない」「聞いたことはあるが、よく
知らない」「知っている」の３群で回答を得
た。禁煙キャンペーンは、厚生労働省による
世界禁煙デーのポスター、WHO による世界禁
煙デーのポスター、COPD 啓発プロジェクト
のポスター、JT（日本たばこ産業株式会社）
によるテレビコマーシャル、JT の新聞広告を
それぞれ見たことがあるかどうか、そして禁
煙支援書籍を読んだことがあるかどうかを聞
いた。 
禁煙試行は、過去 1 年間にいずれかの禁煙

手法を施行した者と定義した。禁煙手法は

「最近 1年間に、以下の禁煙方法を試した
り、実施したりしましたか」と質問した。 
その他、調整変数として、個人属性（性

別、年齢、婚姻状態、教育歴、世帯年収）、職
業特性（職種／雇用形態）、そして主観的健康
状態、健康への関心度、慢性疾患の有無、飲
酒頻度を測定した。 
 
■統計解析 
まずχ二乗検定により、禁煙関連情報やキ

ャンペーンへの曝露割合を、禁煙無関心層と
禁煙関心層とで比較した。 

2020年調査時点で紙巻きタバコを「以前は
吸っていたが今は吸っていない（止めた）」と
回答した者を禁煙達成者と定義し、紙巻きタ
バコ喫煙者における禁煙関連イベントの認知
度及び禁煙キャンペーンへの曝露の有無と禁
煙達成との関連を log-binomial 回帰分析で検
証した。最初に無調整で解析し、次に個人属
性・職業特性（性別、年齢、婚姻状態、教育
歴、世帯年収、職種／雇用形態）、最後に追加
で主観的健康、慢性疾患の有無、飲酒頻度を
調整変数として投入した。 
 
（倫理面への配慮） 
 インターネット調査の実施に当たり、調査を
受けることの同意はあらかじめ調査会社により
実施されている。ただし、調査の内容は様々で
あるため、本調査内容について説明を追加し
た。日本マーケティングリサーチ協会による綱
領およびガイドラインに従い、本調査の実施に
関して調査会社から承認を得た。「アンケート調
査対象者への説明文」を調査参加者全員に対し
て必ず提示し、調査で得られた情報は個人を特
定できない形でしか発表されないことや調査の
目的以外には利用しないことを対象者に伝え
た。本研究に関して大阪国際がんセンターの倫
理審査委員会からの承認を得て研究を実施し
た。 
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Ｃ．研究結果 
表１に、対象者の基本属性を示した。過去 30

日以内に紙巻き・手巻きタバコを使用した者は
1,959 名で、そのうち男性が 79.5%、女性が
20.5%であり、年齢層は 45-54 歳が最も多く占め
ており（29.7%）、平均年齢は 50.6歳であった。 
喫煙者のうち加熱式タバコ併用者は 44.9%、

電子タバコ併用者は 11.9%であった。過去 30 日
以内に使用したタバコの組み合わせを見ると、
最も多かったのは「紙巻きタバコのみ」
（50.8%）で、次に多かったのは「紙巻きタバコ
＋加熱式タバコ」（35.4%）であった。 
禁煙への関心度を見ると、喫煙者のうち関心

があると回答したのは 24.1%、関心がないと回
答したのは 75.9%であった。 
禁煙関連イベントや禁煙につながる情報と

して、全体で認知度が最も高かったのは
「COPD」で 21.4％、最も低かったのは「健
康日本 21」で 7.4％であった（表２）。最も曝
露割合の高かった禁煙キャンペーンは「JTの
テレビコマーシャル」（32.3％）、最も低かった
のは「WHO の世界禁煙デーのポスター」
（10.9％）であった。 
禁煙関連イベントや関連情報、禁煙関連キ

ャンペーンの認知割合を禁煙無関心層と禁煙
関心層とで比較すると、「厚生労働省の世界禁
煙デーのポスター」、「WHO の世界禁煙デーの
ポスター」、「JT のテレビコマーシャル」以外
の全ての項目で、禁煙関心層において認知度
が高いという傾向にあった。 
禁煙関連イベントや情報と翌年の禁煙達成

との関連を見ると、いずれも有意な関連は見
られなかった（表３）。 
禁煙キャンペーンへの曝露と翌年の禁煙達

成については、禁煙支援書籍の読書経験にの
み有意な関連が見られ、禁煙支援書籍の読書
経験があると、ない場合と比べて、個人属性
（性別、年齢、婚姻状態、教育歴、世帯年

収）・職業特性（職種／雇用形態）、主観的健
康、慢性疾患の有無、飲酒頻度を調整変数と
して投入後においても、1.4 倍禁煙達成に至り
やすいという結果が得られた（表４）。 
 
D．考察 
禁煙関連イベント、喫煙のリスクに関する

情報、禁煙関連キャンペーンのほとんどの項
目で、禁煙関心層の方が無関心層と比較して
認知割合が高かった。このことは、禁煙への
関心の差によって、情報やキャンペーンに気
付いたり着目したりする度合いが異なる可能
性を示唆している。特に無関心層に対して
は、禁煙に関する情報を広く周知する大規模
なポピュレーションアプローチのキャンペー
ンを行っても、情報が届きにくい可能性があ
ると考えられる。 
一方で、禁煙関心層を含めて全ての喫煙者

においても、禁煙関連イベントや情報、禁煙
関連キャンペーンへの曝露は、1つの項目を除
いて、翌年の禁煙達成と有意な関連を示され
なかった。唯一、翌年の禁煙達成と関連して
いたのは、「禁煙支援書籍の読書経験」のみで
あった。これは、受動的にただ情報を受け取
ることと、能動的に書籍を手に取ることの違
いが影響していると考えられる。 
ただ、禁煙関心層における禁煙支援書籍を

読んだ喫煙者の割合は、他の項目（例えば、
COPD 啓発プロジェクトのポスター）と比べ
て著しく高いわけではなかった。禁煙関心層
であっても、禁煙支援書籍を読んだ経験のあ
る喫煙者は 21.1％のみであるにも関わらず、
禁煙無関心層も含めて禁煙支援書籍を読むこ
とが翌年の禁煙達成に貢献していたというの
は、他のイベントやキャンペーンがタバコの
害や禁煙デーの啓発を目的としていて、実際
にどのようにしたら禁煙できるのかを伝えて
いなかったのに対し、禁煙支援書籍はその手
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法を具体的に伝えていたからではないかと考
えられる。このことから、禁煙行動を促すた
めには、タバコの害や禁煙関連イベントに関
する知識を周知するだけでは不十分であり、
「どのようにしたら禁煙できるのか」の具体
的な手法を伝える方法が、禁煙無関心層にと
っても有効である可能性がある。 
 
E．結論 
 禁煙関連イベントの認知度・禁煙キャンペ
ーンへの曝露と翌年の禁煙状況とは、禁煙支
援書籍以外全ての項目で有意な関連が見られ
なかった。このことから、ポスターを見たり
タバコのリスクを知ったりすることは禁煙に
結び付かない可能性がある。特に健康無関心
層に対しては、そもそも禁煙関連情報やキャ
ンペーンの認知度が低かったことから、ポピ
ュレーションアプローチとしての禁煙促進キ
ャンペーンの有効性には課題がある可能性が
ある。 
しかしながら、どうしたら禁煙できるのか

の具体的手法を伝えることに関しては、禁煙
無関心層においても将来の禁煙達成に貢献す
る可能性があることが示唆された。よって本
研究結果は、健康無関心層も含めた予防・健
康づくりの推進方策を立案するための基礎資
料となると考えられる。 
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表 1. 対象者の属性 (N=1,959） 
  n % 平均（標準偏差） 
性別    

男性 1557 79.5  

女性 402 20.5  

年齢   50.6 (±12.0) 
17-24 歳 63 3.2  

25-34 歳 137 7.0  

35-44 歳 390 19.9  

45-54 歳 582 29.7  

55-64 歳 524 26.7  

65歳以上 263 13.4  

婚姻状態    

既婚 1187 60.6  

非婚 582 29.7  

離婚／死別 190 9.7  

教育歴    

高校以下 575 29.4  

短大・専門学校 352 18.0  

大学 942 48.1  

大学院以上 90 4.6  

世帯年収    

199万円以下 140 7.1  

200-399 万円 341 17.4  

400-599 万円 380 19.4  

600-799 万円 305 15.6  

800-999 万円 223 11.4  

1000 万円以上 286 14.6  

わからない・知らない 284 14.5  

職種／雇用形態    

役員 102 5.2  

自営業主 232 11.8  

管理職 299 15.3  

正規職員 627 32.0  

派遣・契約・嘱託職員 136 6.9  

アルバイト・パート 194 9.9  

無職 369 18.8  
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表 1（続き）. 対象者の属性 (N=1,959） 
n % 平均（標準偏差） 

主観的健康状態 
よい 1685 86.0 
よくない 274 14.0 

禁煙への関心度 
あり（関心層） 473 24.1 
なし（無関心層） 1486 75.9 

過去 30日間の飲酒 
あり 1418 72.4 
なし 540 27.6 

過去 30日以内の喫煙状況 
紙巻きタバコ 1959 100.0 
加熱式タバコ 879 44.9 
電子タバコ 233 11.9 
その他のタバコ製品 89 4.5 

過去 30日以内に使用したタバコの組み合わせ 
紙巻きタバコのみ 995 50.8 
紙巻きタバコ＋加熱式タバコ 694 35.4 
紙巻きタバコ＋加熱式タバコ＋電子タバコ 124 6.3 
紙巻きタバコ＋電子タバコ 57 2.9 
紙巻きタバコ＋加熱式タバコ＋電子タバコ＋その他のタバコ 45 2.3 
紙巻きタバコ＋その他のタバコ 21 1.1 
紙巻きタバコ＋加熱式タバコ＋その他のタバコ 16 0.8 
紙巻きタバコ＋電子タバコ＋その他のタバコ 7 0.4 

2019 年時点での禁煙試行の有無 
あり 491 25.1 
なし 1468 74.9 

2020 年時点の喫煙状況 
禁煙者 295 15.1 
喫煙継続者 1664 84.9 

タバコ関連の慢性疾患
いずれかあり 554 28.3 
高血圧 386 19.7 
肥満 167 8.5 
喘息 93 4.7 
脳卒中（脳梗塞もしくは脳出血） 19 1.0 
COPD（慢性閉塞性肺疾患） 24 1.2 
がん・悪性腫瘍 28 1.4 

いずれもなし 1405 71.7 
COPD: chronic obstructive pulmonary disease. 
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表 2. 禁煙関連イベントの認知度及び禁煙キャンペーンへの曝露の有無別に見た禁煙施行者数 
全体 禁煙無関心層 禁煙関心層 

n (%) n (%) n (%) p 
禁煙関連イベントの認知度 
「健康日本 21」という国民健康づくり運動 < 0.001 
知らない 1471 (75.1) 1151 (77.5) 320 (67.7) 
聞いたことはあるが、よく知らない 344 (17.6) 243 (16.4) 101 (21.4) 
知っている 144 (7.4) 92 (6.2) 52 (11.0) 

WHO のたばこ規制枠組み条約 < 0.001 
知らない 1363 (69.6) 1056 (71.1) 307 (64.9) 
聞いたことはあるが、よく知らない 447 (22.8) 336 (22.6) 111 (23.5) 
知っている 149 (7.6) 94 (6.3) 55 (11.6) 

5 月 31 日の世界禁煙デー 0.024 
知らない 991 (50.6) 769 (51.7) 222 (46.9) 
聞いたことはあるが、よく知らない 621 (31.7) 473 (31.8) 148 (31.3) 
知っている 347 (17.7) 244 (16.4) 103 (21.8) 

COPD 0.012 
知らない 1087 (55.5) 851 (57.3) 236 (49.9) 
聞いたことはあるが、よく知らない 453 (23.1) 336 (22.6) 117 (24.7) 
知っている 419 (21.4) 299 (20.1) 120 (25.4) 

加熱式タバコには、吸っている本人に対して大きな害がある
可能性があると、専門家から指摘されていること 

0.003 

知らない 1009 (51.5) 790 (53.2) 219 (46.3) 
聞いたことはあるが、よく知らない 671 (34.3) 505 (34.0) 166 (35.1) 
知っている 279 (14.2) 191 (12.9) 88 (18.6) 

禁煙キャンペーンへの曝露 
世界禁煙デーのポスター（厚生労働省） 0.097 
ない 1612 (82.3) 1235 (83.1) 377 (79.7) 
ある 347 (17.7) 251 (16.9) 96 (20.3) 

世界禁煙デーのポスター（WHO） 0.108 
ない 1746 (89.1) 1334 (89.8) 412 (87.1) 
ある 213 (10.9) 152 (10.2) 61 (12.9) 

COPD 啓発プロジェクトのポスター 0.022 
ない 1642 (83.8) 1262 (84.9) 380 (80.3) 
ある 317 (16.2) 224 (15.1) 93 (19.7) 

禁煙支援書籍の読書経験 < 0.001 
ない 1697 (86.6) 1324 (89.1) 373 (78.9) 
ある 262 (13.4) 162 (10.9) 100 (21.1) 

JT「ひとつずつですが、未来へ。」シリーズ CM 0.866 
ない 1327 (67.7) 1005 (67.6) 322 (68.1) 
ある 632 (32.3) 481 (32.4) 151 (31.9) 

JT新聞広告「たばこを吸わないあなたへ。たばこを吸うあなたへ。」 0.003 
ない 1723 (88.0) 1326 (89.2) 397 (83.9) 
ある 236 (12.0) 160 (10.8) 76 (16.1) 

COPD: chronic obstructive pulmonary disease; WHO: World Health Organization.
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表 3. 禁煙関連イベントの認知度と禁煙達成との関連：log-binomial 回帰分析 

  n  
禁煙達成者数 
(%) PR（無調整） 

PR（個人属性・職業特性
調整後）‡ PR（全調整後）§ 

「健康日本 21」という国民健康づくり運動      

知らない 1471 28 (19.4) 1.00 1.00 1.00 
聞いたことはあるが、よく知らない 344 61 (17.7) 1.27 (0.98 to 1.64) 1.25 (0.96 to 1.62) 1.25 (0.96 to 1.62) 
知っている 144 206 (14.0) 1.39 (0.97 to 1.98) 1.41 (0.98 to 2.04) 1.42 (0.98 to 2.06) 

WHO のたばこ規制枠組み条約      

知らない 1363 190 (13.9) 1.00 1.00 1.00 
聞いたことはあるが、よく知らない 447 78 (17.4) 1.25 (0.98 to 1.59) 1.24 (0.98 to 1.58) 1.25 (0.98 to 1.59) 
知っている 149 27 (18.1) 1.30 (0.90 to 1.87) 1.30 (0.90 to 1.87) 1.30 (0.90 to 1.89) 

5 月 31 日の世界禁煙デー      

知らない 991 145 (14.6) 1.00 1.00 1.00 
聞いたことはあるが、よく知らない 621 104 (16.7) 1.15 (0.91 to 1.44) 1.12 (0.89 to 1.42) 1.13 (0.89 to 1.43) 
知っている 347 46 (13.3) 0.91 (0.67 to 1.23) 0.91 (0.67 to 1.24) 0.91 (0.67 to 1.25) 

COPD      

知らない 1087 169 (15.5) 1.00 1.00 1.00 
聞いたことはあるが、よく知らない 453 73 (16.1) 1.04 (0.81 to 1.33) 1.02 (0.79 to 1.31) 1.01 (0.79 to 1.30) 
知っている 419 53 (12.6) 0.81 (0.61 to 1.08) 0.79 (0.59 to 1.06) 0.79 (0.59 to 1.05) 

加熱式タバコには、吸っている本人に対して大きな害がある可能性が
あると、専門家から指摘されていること 

     

知らない 1009 142 (14.1) 1.00 1.00 1.00 
聞いたことはあるが、よく知らない 671 104 (15.5) 1.10 (0.87 to 1.39) 1.09 (0.86 to 1.37) 1.09 (0.86 to 1.38) 
知っている 279 49 (17.6) 1.25 (0.93 to 1.68) 1.23 (0.91 to 1.65) 1.23 (0.91 to 1.66) 

COPD: chronic obstructive pulmonary disease; WHO: World Health Organization. 
PR: Prevalence Ratio. 
‡性別、年齢、婚姻状態、教育歴、世帯年収、職種／雇用形態調整後の結果. 
§追加で、主観的健康、慢性疾患の有無、飲酒頻度調整後の結果. 
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表 4. 禁煙関連キャンペーンへの曝露と禁煙達成との関連：log-binomial 回帰分析 

  n  
禁煙達成者数 
(%) PR（無調整） 

PR（個人属性・職業特性
調整後）‡ PR（全調整後）§ 

世界禁煙デーのポスター（厚生労働省）      

ない 1612 234 (14.5) 1.00 1.00 1.00 
ある 347 61 (17.6) 1.21 (0.94 to 1.57) 1.21 (0.94 to 1.57) 1.21 (0.93 to 1.58) 

世界禁煙デーのポスター（WHO）      

ない 1746 264 (15.1) 1.00 1.00 1.00 
ある 213 31 (14.6) 0.96 (0.68 to 1.36) 0.92 (0.65 to 1.30) 0.92 (0.65 to 1.30) 

COPD 啓発プロジェクトのポスター      

ない 1642 243 (14.8) 1.00 1.00 1.00 
ある 317 52 (16.4) 1.11 (0.84 to 1.46) 1.07 (0.81 to 1.41) 1.06 (0.80 to 1.41) 

禁煙支援書籍の読書経験      

ない 1697 242 (14.3) 1.00 1.00 1.00 
ある 262 53 (20.2) 1.42 (1.09 to 1.85) 1.37 (1.04 to 1.79) 1.37 (1.04 to 1.81) 

JT「ひとつずつですが、未来へ。」シリーズ CM      

ない 1327 206 (15.5) 1.00 1.00 1.00 
ある 632 89 (14.1) 0.91 (0.72 to 1.14) 0.89 (0.71 to 1.13) 0.90 (0.71 to 1.13) 

JT新聞広告「たばこを吸わないあなたへ。たばこを吸うあなたへ。」    

ない 1723 256 (14.9) 1.00 1.00 1.00 
ある 236 39 (16.5) 1.11 (0.82 to 1.51) 1.08 (0.79 to 1.48) 1.08 (0.79 to 1.48) 

COPD: chronic obstructive pulmonary disease; WHO: World Health Organization. 
PR: Prevalence Ratio. 
‡性別、年齢、婚姻状態、教育歴、世帯年収、職種／雇用形態調整後の結果. 
§追加で、主観的健康、慢性疾患の有無、飲酒頻度調整後の結果. 
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令和 3 年度厚生労働科学研究費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立 

 

分担研究報告書 

 
行動経済学を応用した体を動かす人を増やす研究 

  
研究分担者 公益財団法人 明治安田厚生事業団 体力医学研究所 甲斐 裕子 

帝京大学大学院 公衆衛生学研究科 金森 悟 

 

研究要旨 
【目的】ナッジを利用する際には対象者特性を考慮することが望まれている。しかし、どのよ

うな特性を考慮するべきなのか？どのような特性の対象者にはどのような介入が効果的なの

か？等については、検証されていない。そこで行動経済学的および心理学的特性と運動習慣の

関連を検証し（課題①）、対象者特性を考慮して先行研究レビューした（課題②） 

【方法】課題①では、全国の 18 歳以上の男女 2101 名にオンライン調査を実施した。課題②で

は、2020 年に収集したナッジを活用した身体活動促進に関する先行研究 106 編から対象者特性

を考慮して介入効果を検討した研究を抽出し、効果を整理した。 

【結果】運動習慣者と非習慣者では遅延価値割引率や神経症傾向に有意差が認められた（課題

①）。先行研究において考慮されていた対象者特性は、年齢、性別、肥満度等であった（課題②）。 

【結論】運動習慣者と非習慣者では行動経済学的や心理学的特性において差異が認められた。

しかし、それらを考慮した身体活動促進に関する介入研究はほとんど報告されていなかった。 

 

研究協力者  

 

山口 大輔、吉葉 かおり、村松 祐子、荒尾 

孝 （公益財団法人 明治安田厚生事業

団 体力医学研究所） 

石倉 恭子（帝京大学大学院 公衆衛生学研

究科） 

 

A. 研究目的 

 

ナッジ研究では対象者特性に合わせたパ

ーソナライズドナッジが研究のトピックと

なりつつある (Mills, 2022; Peer, 2020)。 

身体活動促進介入は，運動に関心のある

者から全く関心のない者まで異質性のある

集団を対象とするのが一般的である。異質

性のある集団に画一的なナッジを利用する

と意図しない影響を与えることもあるた

め，ナッジを利用する際には対象者特性を

考慮することが望まれている (Beshears et 

al.; Sustain, 2012, Thaler et al., 2013; Peer et al., 

2019; Porat et al., 2014; 2015)。 

しかしながら，どのような特性を考慮に

入れるべきなのかについて統一的な見解は

未だ存在しない。さらに、対象者特性よっ

て介入効果に差異はあるのか？どのような

特性の対象者にはどのような介入が効果的

なのか？等については、ほとんど検証され

ていない。そこで本研究では、以下の二つ

の課題を実施した。 

 

課題①：行動経済学的および心理学的特性

と運動習慣の関連 

課題②：対象者特性を考慮した先行研究の
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収集と整理 

 

B. 課題①：行動経済学的および心理学的特

性と運動習慣の関連 

 

1.目的 

運動習慣者 (以下，習慣者) と運動非習慣

者 (以下，非習慣者) とで、行動経済学的あ

るいは心理学的特性にどのような差異があ

るかを明らかにすることを目的とした。 

2.方法 

2020 年 9 月 (Time1) と 2022 年 3 月 

(Time2) 時点の 2 回に渡って株式会社 NTT

データ経営研究所が実施した「人間情報デ

ータベース FY18-02」のデータを分析データ

とした。全国 47 都道府県，18 歳以上の日本

人 2101 名 (男性 1142 名，女性 959 名; 平均

年齢 52.1±13.3 歳) を対象に，Time1 では，

運動習慣の有無に加えて，行動経済学的特

性の項目 (遅延価値割引，ハーディング，損

失忌避など) および心理学的特性として Big 

5 (外向性，協調性，誠実性，神経症傾向，

解放性，小塩ら 2012) を収集した。Time2

では，Time1 同様に運動習慣の有無に関して

データ収集を行った。Time1 における運動習

慣のデータから，習慣者と非習慣者に分

け，各項目に対して一要因被験者間分散分

析を比較した。 

3.結果 

Time1 の習慣者と非習慣者間の行動経済学

的特性において，遅延価値割引率にのみ有

意な差が認められ，習慣者の方が非習慣者

よりも割引率が小さかった。 

心理学的特性ではすべての項目で有意な

差が認められ，神経症傾向のみ非習慣者が

習慣者よりも高く，それ以外は習慣者の方

が高かった (表 1)。 

4.考察 

行動経済学的特性では，遅延価値割引の

項目においてのみ習慣者と非習慣者に特徴

の差異が見られた。遅延価値割引とは，将

来の報酬よりも即時の報酬を選好する傾向

のことで，非習慣者は習慣者に比べて即自

的な報酬を選好する特性が示された。 

運動実践の文脈では，それを実践するこ

とによる健康効果はすぐには得られない。

そのため，即自的な報酬を好む傾向は，運

動実践を取りづらくする特性の一つと考え

られる。これらの特性から，習慣者には従

来通り運動とその健康効果の情報提供でも

一定の効果を得ることは可能だが，非習慣

者には，将来的にしか得られない健康効果

ではなく，即自的な効果 (変化) を認識させ

るアプローチが必要になると考えられる。

たとえば，感情的な効果 (喜び，楽しさ) は

即座に得られるため，運動や身体活動に付

随する感情喚起を狙ってメッセージを作る

などの工夫が必要になるだろう。 

次に，心理学的特性においては，非習慣

者は神経症傾向が習慣者よりも高かった。

神経症傾向とは，抑うつや不安などのネガ

ティブな感情を経験しやすい傾向を指す。

これは回避的な意思決定スタイルと関連

し，意思決定を可能な限り遅延させるのが

特徴とされる。健康行動のほとんどに明確

な期限はなく，その実施は遅延される傾向

が強い。そのため，非習慣者には，運動や

身体活動が伴う選択肢をデフォルト (選択す

る負荷を下げる) にする環境設定を行えばよ

り効果的かもしれない。習慣者は，社会的

参照によって歩行が減るなどの可能性もあ

るため，ナッジ介入によって逆効果になら

ないよう注意が必要である。 

以上のように，身体活動促進介入の対象

集団として典型的な習慣者と非習慣者の間

に，行動経済学的特性ならびに心理学的特

性の差異があった。このことは，ナッジす

る対象者の特性が，各種ナッジのフレーム
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ワークと並んで，重要な設計要素であるこ

とを示唆する。

C. 課題② 対象者特性を考慮した先行研究

の収集と整理 

1.目的

対象者特性を考慮したナッジ介入が現状

どのくらい研究されていて，そこからどの

ようなことが明らかとなっているかについ

て概観することを目的とした。

2.方法

2020 年度に収集した論文 106 編につい

て，運動の行動変容ステージ，BMI，年齢

等，介入前の対象者特性を考慮して介入効

果を検討した研究を抽出した。その中で，

層別化した分析を行ったものはその効果を

整理した。効果については，統計的な有意

差があるものを効果ありとして，有意差が

なければ効果なしとラベリングした。

3.結果

対象者特性には，活動度，年齢，性別，

体形 (BMI や体重等)，文化要因の 5 つの要

因が取り上げられていた。また，対象者特

性を考慮したと考えられる研究として，行

動変容ステージ (無関心層期，準備期)，座

りすぎ，有病者 (二型糖尿病) を研究対象に

した研究 4 編を含めた。 

対象者特性を考慮した研究は全体の

23.6 % (25 / 106 編) であった。これらを

Münscher (2015) らの分類 (2020 年度報告書

参照) ごとに見ると，最も多かったのが階段

利用のプロンプティングなど「選択肢のデ

フォルトを変化させる」分類で 13 偏，次い

で「情報の言い換え」5 編や「情報の明確

化」でそれぞれ 2 編であった。

アウトカムごとでは，ほとんどの研究が

身体活動に対する効果を扱っており，その

他は階段利用であった。

階段利用おいて，プロンプティングの効

果は，男性，若年層において増加してい

た。

情報の言い換えによる身体活動促進介入

は，獲得フレーミングで，高齢者の身体活

動を増加させていた。さらに，この効果は

高齢男性においてのみ確認された。BMI に

関しては，獲得フレーミングが過体重 (ある

いは肥満) 者でのみ身体活動増加をもたらし

た (表 2)。 

4.考察

先行研究の指摘 (Beshears et al.; Sustain,

2012, Thaler et al., 2013; Peer et al., 2019) に反

して，身体活動促進を意図したナッジ研究

では対象者特性を考慮した研究が十分に行

われていなかった。

しかし，少ないながらも，対象者特性に

よって介入効果が異なる可能性も窺えた。

高齢者はポジティブな情報への選好が強

く，メッセージ内容を行動することによる

潜在的な効果を強調する獲得フレーミング

にすることで行動に影響を及ぼしやすかっ

た。その反面，そうしたメッセージは若者

には効果的でない可能性がある。また，

BMI の高い人にのみ獲得メッセージの介入

が効果的であったとの報告もあった。こう

した一連の結果は，対象者特性に応じて適

切なナッジ的介入を届ける必要性を示唆す

るものである。

無関心層へのナッジの効果を直接検討し

た研究は現状少ない。しかし，先述の点を

考慮すると，闇雲に画一的なナッジ介入を

提供することは無関心層へ介入を届けるた

めの得策とは言えないようである。高齢

者，高い BMI の人など，ターゲットを絞

り，知見を踏まえたパーソナライズドなナ

ッジ介入 (Mills, 2022) を設計することが，

無関心層を動かす効果的対策となるかもし

れない。

60



国内でのナッジ研究は特に少ないことは

今後の課題である。日本人は政府によるナ

ッジ利用に対して賛成度が他の国よりも低

いことがナッジ受容度に関する世界的調査

から報告されている (Sunstein, 2018)。こう

した文化的背景はナッジの効果を損ねる可

能性がある。国外の知見をそのまま応用す

るのではなく，日本国内でナッジ効果を検

討する研究やそれらを応用した実装を踏ま

えて日本版ナッジを発展させることも重要

であろう。 

 

D. 結論 

運動習慣者と非習慣者の行動経済学的特

性あるいは心理的特性にはそれぞれ特徴が

あり，非習慣者には将来の報酬よりも即自

的な報酬を好む特徴や，後回し傾向と関連

する神経症傾向の心理特性があった。 

また，先行研究の知見から，対象者は，

自身の持つ様々な特性 (たとえば，高齢者と

若年者，男性と女性など) に応じて，敏感に

反応するナッジとそうでないナッジが存在

する可能性が概観された。 

こうしたことから，ナッジ的介入を設計

する際には「(誰の) どんな特性」×「その

特性に適合するナッジ」を考慮してパーソ

ナライズドなナッジを作成することが無関

心層にアプローチする効果的な戦略である

と考えられた。 

 

E. 研究発表 

1. 論文発表 

1） 石倉恭子，加藤美生，甲斐裕子，山口

大輔，吉葉かおり，福田吉治．身体活

動促進を目的とした無作為化比較介入

試験と国内実装例に用いられたツール

のナッジ戦略－MINDSPACE 要素の分

類－．日本健康教育学会．2021 Aug; 

29(3): 254-265 

2） 甲斐裕子，山口大輔．ナッジを活用し

た身体活動促進の支援．介護予防・健

康づくり．2021; 8:40-45. 

3） 竹林正樹，甲斐裕子，江口泰正，西村

司，山口大輔，福田洋．わかっていて

もなかなか実現しない相手をどう動か

す？－身体活動・運動促進へのナッジ

－．日本健康教育学会誌．2022; 30(1): 

73-78. 

4） 金森悟，甲斐裕子，山口大輔，辻大

士，渡邉良太，近藤克則．高齢者にお

ける運動行動の変容ステージ別の歩行

時間の関連要因: JAGES2019 横断研究．

日本公衆衛生雑誌；in press． 

 

2．学会発表 

1） 甲斐裕子，山口大輔，ナッジを活用した

身体活動促進の研究と実践－本当に無

関心層は“動く”のか？－シンポジウム

「わかっていてもなかなか実践しない

相手をどう動かす？－身体活動促進へ

のナッジ－」．第 29 回日本健康教育学会

学術大会，Web 開催．2021 年 9 月 

2） 甲斐裕子．ナッジを活用した身体活動促

進の支援．産業保健研究会 2021 年度 10

月月例会，Web 開催．2021 年 10 月 

3） 金森悟，甲斐裕子，山口大輔，辻大士，

渡邉良太，近藤克則．高齢者における運

動行動の変容ステージ別の歩行時間の

関連要因：JAGES2019 横断研究．第 80

回日本公衆衛生学会総会，東京・Web 開

催．2021 年 12 月 

 

F. 研究成果の普及啓発 

1） 講演 

a 甲斐裕子．企業におけるナッジを活用し

た身体活動促進‐行動経済学は運動不

足を救うか？‐．特定非営利活動法人健

康経営研究会産業医学懇話会．Web 開催．
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2021 年 7 月 

b 甲斐裕子．コロナ禍で増えた「座りすぎ」

の健康影響とその対策．健活おおさかセ

ミナー2021「コロナに負けない食生活と

健康なからだづくり」大阪府．Web 開催．

2021 年 9 月 

c 甲斐裕子．新しい生活様式における身体

活動・運動の実践とその効果～最新の科

学的エビデンスに基づいて～．健康づく

りのための運動指導研修会．公益財団法

人山口県健康福祉財団．Web 開催．2021

年 9 月 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

 
1. 特許取得 
なし 
 
2. 実用新案登録 
なし 
 
3.その他 

なし
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表 1 運動習慣者と非習慣者における行動経済学的特性と心理的特性の比較 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

mean SE mean SE

行動経済学的特性

損失忌避傾向 1.98 0.12 2.22 0.08 2.60

確率荷重傾向 0.71 0.01 0.72 0.01 2.42

遅延価値割引率 0.90 0.00 0.89 0.00 5.57 *

フレーミ ング 1.07 0.03 1.03 0.02 0.90

ハーディ ング 3.57 0.07 3.71 0.05 2.34

アンカリ ング 0.31 0.02 0.33 0.01 0.75

心理的特性(Big Five)

外向性 7.65 0.09 7.05 0.06 27.98 *

協調性 9.54 0.08 9.22 0.05 9.95 *

誠実性 8.37 0.09 7.80 0.06 27.03 *

神経症傾向 7.84 0.09 8.30 0.06 17.16 *

解放性 7.85 0.08 7.48 0.06 13.35 *
note: * p <0.05

F (1,2099)
運動習慣者(n  = 678) 運動非習慣者(n  = 1,423)

運動習慣有無
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令和 3 年度 厚生労働科学研究費（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 
健康への関心度による集団のグルーピングと特性把握ならびに健康無関心層への効果的な介入手法の確立

分担研究報告書

生活習慣病への「低関心・高習慣群」と「高関心・低習慣群」 

を対象としたマルチメディアキャンペーンのデザイン 

帝京大学大学院公衆衛生学研究科 助教 加藤美生 

研究要旨

【目的】健康関心度と健康習慣の高低で層化した対象集団のうち、「低関心・高習慣群」及び「高

関心・低習慣群」へのマルチメディアキャンペーンをデザインすることを目的とした。

【方法】「低関心・高習慣群」は生活習慣予防行動の認知向上、「高関心・低習慣群」は生活習慣

行動の行動意図向上を目的として、各群に対し介入マッピングを作成した。次にプロジェクトの

目的ごとにメディアチャンネルを選択し、メッセージを考案した。最後に、各プロジェクトの段

階的な効果指標を設定した。

【結果】各群のキャンペーン目的を達成するためのメディア活動を、社会心理学的、コミュニケ

ーション学、マーケティングで提唱される理論やモデルに基づいてデザインした。また、効果指

標（または、目的達成指標）を示すことで、具体的で評価可能な介入活動とすることができた。

【結論】本介入活動のデザインは科学的根拠に基づいているが、実践するには人的経済的なリソ

ースに基づいて、優先度をつけ実施する必要があるだろう。

Ａ．研究目的

 生活習慣病の予防には、良好な生活習慣

の継続と健診やがん検診受診等の予防行動が

求められる。これらへの介入方法としてポピ

ュレーションアプローチがとられてきた。し

かし、画一的なメッセージはすべての人々に

到達し、彼らの行動を変容することに限界が

あることは知られている。そのため、生活習

慣病予防の本来の目的を達成するためには、

強制ではなく自発的に受診・指導を受けられ

るような仕組みが必要である。

研究 1 から国内の類似キャンペーンは捉

えられておらず、日本社会での介入デザイン

は数少ない。

そこで、本研究では、健康関心度と健康習

慣の高低で層別化した集団に対して、その集

団への介入として、マルチメディアキャンペ

ーンをデザインすることを目的とした。

Ｂ．研究方法

■介入マッピングの作成

各集団を対象としたマルチメディアキャンペ

ーンの目的に合わせて、理論と実践ストラテ

ジーを一覧化した。

■メディアチャンネルの選択

Theory-Informed Media Selection
（TIMS）フレームワーク 1)を基に、メディ

アチャネルを選択した。TIMS フレームワー

クは Media Richness Theory と Uses and
Gratifications Theory に基づいており、目

的に合わせた最適メディア選択に用いられ

る。

■ メッセージの作成

各群に対して、介入の目的に沿ったメッセー

ジを作成した。作成手順は、McGuire の効

果階層モデル 2)に基づいた。また、ナッジ理

論のフレームワークのひとつである

MINDSPACE3)（メッセンジャー、インセン

ティブ、規範、デフォルト、顕著性、プライ

ミング、感情、コミットメント、エゴ）も参
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考にした。

■ 評価指標の設定

段階的な効果指標を設定した。

Ｃ．研究結果

■介入マッピングの作成とメディアチャネル

の選択

表 1 に対象集団とその特徴（研究 2 から）、

介入の目的、理論、実践的戦略、メディアチ

ャネル示した。なお、メディアチャネルの選

択には TIMS フレームワークに基づいて、

次の手順で選択した。Media Richness 
Theory を用いて、対象集団の現在の使用状

況やリソースの有無を考慮することなく、ひ

とつのメディアまたはメディアの組み合わせ

が、目的に必要なレベルのコミュニケーショ

ンをサポートできるかを特定した。さらに、

Uses and Gratifications Theory を用いて、

望ましい行動に影響を与えるために必要なタ

イプのコミュニケーションに、想定される聴

衆のメンバーがどのメディアを使うかを特定

した。

■メッセージの作成に用いた McGuire の効

果階層モデルについて

次の 12 のステップに基づいてメッセージを

作成した。

1. メッセージは、オーディエンスの注意を

引き、維持すること、2. メッセージで強調

したい点は、メッセージの冒頭におくこと、

3．メッセージは明確であること、4．オー

ディエンスに求める行動は、それなりに簡単

であること、5. メッセージはインセンティ

ブを効果的に使うこと、6. 脅威と利益につ

いて、適切な根拠を示すこと、7. メッセー

ジを伝える人は信頼できる情報源として認識

されていること、8. メッセージは信憑性が

あり、現実的であること、9. メッセージは

対象者に適した語調であること、10. メッセ

ージは適切な訴求力を持つこと、11. メッセ

ージはオーディエンスを傷つけたり、不快に

させたりしないこと、12. メッセージやキャ

ンペーンは、認識可能なアイデンティティを

使用すること。

実際に用いるメッセージは用いるメディアや

年齢・性別によって異なるため、割愛した。

■評価指標の設定

指標として、キャンペーン名の想起や認知、

特定の生活習慣行動のエンゲージメント、キ

ャンペーン内で扱われたメッセージの妥当性

及び受容性、コミュニティ活動の参加者数、

メッセージ理解度、ソーシャルメディアのシ

ェア数などを設定した。

D．考察 
本研究はメディアキャンペーンを理論に基づ

いてデザインすることを目的とした。社会心

理学やマーケティング、コミュニケーション

学などで提唱される理論やモデルを複合的に

採用し、生活習慣病予防への低関心・高習慣

群と高関心・低習慣群に対して介入を検討

し、図示した。実際にキャンペーンを展開す

るには、時間的経済的人材的制限を鑑みつ

つ、優先度をつけて実施する必要がある。

E．研究発表 
１．論文発表

  なし 

２．学会発表 

  なし 

F．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 
１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

なし 
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表 1 各集団を対象とした介入マッピング 

対象集団 特徴（研究 2 から） 目的 理論 実践的戦略 メディアチャネル
低関心・
高習慣群 

 BMI 高め
 かかりつけ医がいない
 健康診断やがん検診を

受診しない傾向
 インセンティブ（利得

フレーズと損失フレー
ズ）に関心示す

 規範（電話・新聞や雑
誌）に関心示す

 利己性（周囲のせいだ
と感じるかどうか）に
関心示す

生活習慣病の
予防行動の 
認知向上 

 拡張並列プロセスモ
デル

 規範
 インセンティブ
 利己性

 リスクコミュニケーション
 バズマーケティング
 ソーシャルマーケティング

対象者が利用しやすいテレビ
番組、ラジオ番組、テレビや
ラジオのコマーシャル
複数のソーシャルメディアで
の広告
屋外広告、スポーツジム広
告、食料品や飲食店での広告

高関心・
低習慣群 

 主観的な健康状態が低
い

 日常生活における健康
上の問題を抱えている

生活習慣病の
予防行動の 
行動意図向上 

 社会的学習理論
 自己効力感
 ポジティブデビアン

ス

 エンターテイメント・エデュ
ケーション

 行動のブレイクダウン
 トレイン・ザ・トレイナーモ

デル

トランスメディアでのストー
リー展開
コミュニティ活動（オフライ
ン、オンライン）
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